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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成14年６月13日開催の取締役会決議により、平成14年８月20日付で１株を1.4株に分割しております。 

なお、第14期の「１株当たり当期純利益」につきましては、期首に株式分割が行われたものとして算出して

おります。 

３ 第15期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４ 第18期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」及び「株価収益率」につきましては、当期純損失を計上

しているため記載しておりません。 

５ 第17期から「従業員数」の（外、平均臨時雇用者数）の欄に、常勤契約社員である準社員の平均雇用人数を

記載しております。 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

売上高 （千円） 13,890,080 14,204,264 16,198,458 19,240,267 19,268,672 

経常利益 （千円） 375,129 665,910 594,520 800,508 638,442 

当期純利益又は 

当期純損失(△) 
（千円） 112,341 278,821 299,697 226,056 △251,421 

純資産額 （千円） 1,497,923 1,664,123 1,912,031 3,129,551 2,774,402 

総資産額 （千円） 7,689,123 8,245,381 11,077,025 12,083,750 12,894,938 

１株当たり純資産額 （円） 180.13 204.46 226.58 329.65 285.83 

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失(△) 
（円） 13.50 33.98 30.68 26.54 △26.22 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
（円） 13.33 33.58 30.04 25.95 ― 

自己資本比率 （％） 19.5 20.2 17.3 25.9 21.5 

自己資本利益率 （％） 7.6 17.6 16.8 9.0 △8.5 

株価収益率 （倍） 29.6 16.8 23.0 56.4 ― 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 5,015 879,141 740,105 792,146 △200,161 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △973,381 △848,162 △1,606,109 △861,935 △1,262,319 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 1,443,932 △402,285 1,979,415 827,680 1,338,664 

現金及び現金同等物の期末

残高 
（千円） 2,112,472 1,741,165 2,854,577 3,612,903 3,490,151 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（名） 

526 

(―) 

571 

(―) 

734 

(―) 

816 

(279) 

843 

(248) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第15期の１株当たり配当額15円には、記念配当８円を含んでおります。 

３ 第16期の１株当たり配当額10円には、記念配当３円を含んでおります。 

４ 第17期の１株当たり配当額13円には、記念配当６円を含んでおります。 

５ 平成14年６月13日開催の取締役会決議により、平成14年８月20日付で１株を1.4株に分割しております。 

なお、第14期の「１株当たり当期純利益」につきましては、期首に株式分割が行われたものとして算出して

おります。 

６ 第15期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

７ 第18期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」、「株価収益率」及び「配当性向」は、当期純損失を計

上しているため記載しておりません。 

８ 第17期から「従業員数」の（外、平均臨時雇用者数）の欄に、常勤契約社員である準社員の平均雇用人数を

記載しております。 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

売上高 （千円） 13,453,759 13,863,991 15,411,837 17,403,479 17,957,145 

経常利益 （千円） 356,665 674,508 683,047 630,764 654,006 

当期純利益又は 

当期純損失(△) 
（千円） 104,526 241,938 365,518 232,569 △5,199 

資本金 （千円） 414,000 414,301 414,301 939,402 971,330 

発行済株式総数 （株） 8,331,400 8,334,480 8,334,480 9,561,240 9,791,600 

純資産額 （千円） 1,590,009 1,719,326 2,063,096 3,254,343 3,168,041 

総資産額 （千円） 7,484,243 8,080,658 10,586,206 11,777,498 12,797,153 

１株当たり純資産額 （円） 191.20 211.24 243.49 342.79 326.38 

１株当たり配当額 

（内１株当たり 

中間配当額） 

（円）

（円） 

7.0 

(―) 

15.0 

(―) 

10.0 

(―) 

13.0 

(―) 

7.0 

(―) 

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失(△) 
（円） 12.56 29.48 38.69 27.27 △0.54 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
（円） 12.40 29.14 37.89 26.66 ― 

自己資本比率 （％） 21.2 21.3 19.5 27.6 24.8 

自己資本利益率 （％） 6.6 14.6 19.3 8.7 △0.2 

株価収益率 （倍） 31.8 19.3 18.2 54.9 ― 

配当性向 （％） 55.7 50.9 25.8 47.7 ― 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（名） 

495 

(―) 

549 

(―) 

599 

(―) 

673 

(229) 

705 

(236) 



２【沿革】 

 （注）１ Eye-Data Network Systemとは、コンタクトレンズの購入に必要な眼科医発行の指示書（処方箋等）データ

（EYEデータ）を、EYE－DATA BANKへ登録することにより、加盟店やパソコン・携帯電話（インターネッ

ト）で必要な時にいつでも指示書（処方箋等）データ（EYEデータ）に基づいたコンタクトレンズを購入で

きるシステムです。 

２ 新業態「ハートアップコンタクトWeb」とは、Eye－Data Network SystemによりEYE－DATA BANKに登録され

た指示書（処方箋等）データに基づくコンタクトレンズの販売を行うため、眼科診療所に隣接せず販売店単

独で立地することが可能な店舗であります。 

３ 新業態「ハートアップ５MINI」とは、２坪・１名で運営可能な高効率型コンタクトレンズミニショップであ

ります。EYE-DATA BANKに登録された指示書（処方箋等）データ及び眼科医で発行された指示書（処方箋

等）に対応し販売を行う店舗であります。 

年月 沿革 

平成元年３月 愛知県豊田市に、有限会社日本オプティカルを資本金800万円をもって設立。 

平成２年12月 愛知県豊田市神田町長谷川ビル５階に本社移転。 

平成４年１月 株式会社に組織変更。 

平成５年９月 愛知県豊田市西町中根ニッセイビル３階に本社移転。 

平成６年１月 CI導入により全店「ハートアップ」に店名変更。 

平成６年11月 全店オンライン化によるPOSシステム導入。 

平成７年11月 ハートアップ京都駅前オープン（関西進出一号店）。 

平成８年６月 ストアブランド「ハートアップ」によるフランチャイズ事業を開始。 

平成８年11月 ハートアップ大宮オープン（関東進出一号店）。 

平成10年４月 愛知県豊田市西町一丁目200番地に本社移転。 

平成10年５月 全社情報処理システム導入と共に、Eye－Data Network Systemの構築。（注）１ 

平成10年10月 ハートアップコンタクトWeb鳴海店オープン（新業態一号店）。（注）２ 

平成12年11月 日本証券業協会に店頭売買銘柄として登録。 

平成13年７月 株式会社ノプトサービス設立。 

平成13年９月 眼鏡販売を開始。 

平成14年５月 コンタクトレンズ通信販売の開始。 

平成15年７月 ノプト豊田配送センター及び小牧物流センターを統合し、Logisticsセンターを設立。 

平成15年７月 ストアオペレーションセンターの設立。 

平成15年８月 Eye-Data Network Systemの特許取得。 

平成16年９月 株式会社アイランド（現株式会社ノプト）の株式を取得し100％子会社とする。 

平成16年10月 ハートアップ５MINI寝屋川市駅店をオープン（新業態店舗）。（注）３ 

平成17年２月 名古屋市中区栄四丁目２番29号名古屋広小路プレイス４階に本社移転。 

平成17年10月 1,000,000株の公募増資と150,000株の第三者割当増資を実施。 

平成17年11月 コンタクトレンズのトレーサビリティシステム導入。 

平成17年12月 中国に好瞳宝光学眼鏡商業（上海）有限公司を設立し、上海市に一号店を出店。 

平成18年９月 「ハートアップ５MINI」のドラッグストア提携出店開始、一号店を出店。 



３【事業の内容】 

 当社の企業集団は、㈱日本オプティカル（当社）及び子会社３社で構成されており、主要な事業内容はコンタクト

レンズ及び眼鏡小売業であります。 

 事業内容と当社及び子会社の当該事業に関わる位置付けは、次のとおりであります。 

(注) 前連結会計年度末において連結子会社であった株式会社ノプト西日本は、平成18年１月１日付で当社と合併し解

散しております。 

 上記の企業集団の系統図は次のとおりであります。 

会社名 主な事業の内容 

株式会社日本オプティカル（当社） 国内におけるコンタクトレンズ及び眼鏡小売業 

株式会社ノプト 
北海道・東北地域及び関西地域におけるコンタクトレンズ及び眼鏡

小売業 

株式会社ノプトサービス 国内における貸金業、消耗品・事務用品卸売業及び人材派遣業 

好瞳宝光学眼鏡商業（上海）有限公司 中国におけるコンタクトレンズ及び眼鏡小売業 



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 特定子会社であります。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３ 前連結会計年度末において連結子会社であった㈱ノプト西日本は、平成18年１月１日付で当社と合併し解散

しております。 

４ ㈱ノプトについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超

えております。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 上記従業員数は、正社員の就業人員であります。なお、常勤契約社員である準社員の平均雇用人数は248人で

あります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 上記従業員数は、正社員の就業人員であります。なお、常勤契約社員である準社員の平均雇用人数は236人

であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループにおいて、労働組合は結成されておりませんが、労使関係については円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金又は 
出資金 
（千円） 

主要な事業の内容 

議決権の 
所有割合 

関係内容 

所有割合(％) 

（連結子会社）           

(株)ノプト 

（注）１、４ 

東京都 

港区 
39,000 

コンタクトレンズ

及びケア用品並び

に眼鏡等の販売 

100.0 

業務提携契約に基づく、当社からの商品

仕入 

役員の兼任等…有り（９名） 

(株)ノプトサービス 

（注）１ 

名古屋市 

中区 
450,000 

貸金業、消耗品・

事務用品卸売業及

び人材派遣業 

100.0 

当社への販促消耗品の卸売と、グループ

内での貸金業務及び人材派遣業務 

役員の兼任等…有り（１名） 

好瞳宝光学眼鏡商業（上

海）有限公司 

（注）１ 

中国 

上海市 
1,380千USドル 

コンタクトレンズ

及びケア用品並び

に眼鏡等の販売 

100.0 

当社ブランドのコンタクトレンズ及びケ

ア用品並びに眼鏡等の販売 

役員の兼任等…有り（１名） 

主要な損益情報等 ① 売上高 1,803,051千円

  ② 経常利益 157,753千円

  ③ 当期純利益 53,972千円

  ④ 純資産額 1,376,414千円

  ⑤ 総資産額 1,612,759千円

  平成18年12月31日現在

事業部門の名称 従業員数（名） 

営業部門 688 

間接部門 155 

合計 843 

  平成18年12月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

705 29.5 3.6 3,844,959 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、年間を通じて堅調な企業収益と設備投資の改善が継続し、雇用・所得情

勢の改善が見られ、景気は緩やかな回復基調で推移しました。また、高値で推移する原油価格及び原材料価格の動

向が懸念されたものの、景気は全般的に回復基調を継続しました。しかしながら、第４四半期において個人消費の

伸びが停滞しており、今後の景気動向については不透明感を残す状況となりました。 

コンタクトレンズ市場においては、海外市場でスタンダードとなっている新素材を用いた新製品や付加価値型の

新製品が各メーカーより投入され、小売市場において付加価値志向が鮮明になったため、装用人口の増加に見合っ

た成長を回復しつつあります。しかしながら企業経営面においては、平成18年４月１日に施行された医療費改正が

眼科医療機関の経営に影響を与えたばかりでなく、コンタクトレンズ診察料の大幅変更に伴う消費構造の変化、コ

ンタクトレンズ小売マーケットに対しても連鎖的に影響を与えており、混沌とした状態は未だに終息の兆しが見え

ておりません。   

眼鏡市場においては、成熟マーケットの中で消費者ニーズの多様化・個性化と消費価値観の変化を背景とした均

一プライス店、ロープライス店など様々なコンセプトの眼鏡店が増加し、顧客獲得のための企業間、業態間競争が

一層激しさを増しました。また大規模ショッピングセンターの開発による立地環境の変化などにより厳しい経営環

境が続いております。  

このような環境変化が続く中で、当社グループはコンタクトレンズのミニショップを中心とした出店と、グラス

（眼鏡）に販売の重点を置いた店舗開発に注力すると共に、利益重視の政策に取り組んでまいりました。 

店舗展開におきましては、当社グループの基幹販売ネットワークシステムであるEye-Data Network System（コン

タクトレンズ指示書（処方箋など）データの登録・管理・配信・販売システム）の普及拡大に向けて戦略的役割を

担う「ハートアップ５MINI（ファイブミニ）」の出店を強化し、従来の都市型出店に加えドラッグストアとの提携

による販売網拡大に注力をいたしました。コアショップに関しましては、環境の変化に対応するため集客力の高い

複合型商業施設、大型ショッピングセンターへの移転統合による収益力向上に取り組みました。またグラス(眼鏡)

事業の新機軸として「グラスコード」を開発し、関東及び東北地域に２店舗を出店いたしております。これらによ

り当連結会計年度における当社グループの総店舗数は201店舗（前期比24店舗増）となり、その内訳は以下の通りで

あります。 

① 新規出店   35店舗（内、FC５店舗） 

② 退店     11店舗（内、FC２店舗） 

③ 移転・統合  ９店舗（内、FC１店舗） 

④ 改装     ３店舗  

コンタクトレンズ販売におきましては、医療費改正の影響を受け業界全体が混迷する中、当社グループにおきま

してもこの影響を避けることができず、客数は前年対比にて減少いたしました。しかしながら、集客とのバランス

を考慮した利益重視の価格安定化政策を採用したことに加え、ナショナルブランド新商品の充実によって販売単価

が向上いたしました。また前連結会計年度に発売したプライベートブランドコンタクトレンズ「ノプト２WEEKS/メ

ディアル」の販売数量が安定的に伸長したことも寄与し、直販における利益率は昨年を上回る水準で推移いたしま

した。中でも通信販売においては、年間を通して堅調に増加しており、通期においては前年同期比において二桁成

長を維持しております。 

グラス(眼鏡)販売におきましては、主力基盤であるコンタクトレンズ事業の集客数が第２四半期以降に減少した

ため、一時的にグラス(眼鏡)販売に影響が波及いたしましたが、下期以降の新規出店及び移転・改装効果、また有

名ブランドからSPA(製造小売業)商品にいたる商品マーチャンダイジングの充実による対象顧客層の拡大、コンタク

トレンズとグラス(眼鏡)の同時購入キャンペーンなどの施策が奏効し、客数・売上は回復基調で推移し売上高は過

去最高の成績となりました。 

上記の通りコンタクトレンズ、グラス（眼鏡）の売上は堅調に推移いたしましたが、医療費改正後の外部環境の

変化が予想以上に長期化し、提携先医療機関の経営に影響を及ぼしたことにより連鎖的にその他売上高が減少し費

用の増加と損失が発生いたしました。 

その他の売上におきましては、医療費改正の影響により提携医療機関からの受付業務などの委託契約に基づく業

務受託収入が予想以上に減少いたしました。 



販売費及び一般管理費の状況につきましては、効率的な販促手法により販売促進費の抑制を実施いたしました

が、グラス(眼鏡)販売要員の増強による人件費の増加に加え、医療費改正後、経営合理化がまだ整わない提携先医

療機関への救済措置として支援金（保険医療機関は対象外としております。）が発生いたしました。提携医療機関

の存続はコンタクトレンズの適正流通の確保とコンタクトレンズ処方箋に基づく販売体制を維持するために重要な

役割を担っているため当該支援金を営業上の費用として計上しております。 

また、提携医療機関に対する売掛金及び貸付金に対し、同じく医療費改正後において提携医療機関の経営内容が

悪化したため貸倒引当金を特別損失として計上いたしております。 

以上の結果といたしまして、当連結会計年度の業績は、売上高19,268百万円（前年同期比0.1％の増加）、経常利

益638百万円（前年同期比20.2％の減少）、当期純損失251百万円（前年同期は当期純利益226百万円）となりまし

た。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度と比べ

て122百万円減少し、当連結会計年度末には3,490百万円となりました。 

（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動の結果、使用した資金は200百万円（前連結会計年度に得られた資金は792百

万円）となりました。これは主に、税金等調整前当期純損失61百万円、営業貸付金の増加449百万円、たな卸資産

の増加465百万円及び仕入債務の減少353百万円による資金減少等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において投資活動の結果、使用した資金は1,262百万円（前連結会計年度に比べ400百万円の増

加）となりました。これは主として、新規出店及び移転・改装に伴う有形固定資産の取得による支出813百万円、

敷金・保証金の預入による支出262百万円及び無形固定資産の取得による支出245百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動の結果、調達した資金は1,338百万円（前連結会計年度に比べ510百万円の増

加）となりました。これは主として、長期借入による収入2,850百万円、長期借入金の返済による支出1,607百万

円及び社債の発行による収入488百万円によるものであります。 

２【販売及び仕入れの状況】 

(1）販売方法 

 当社グループの販売方法は主に、①当社グループ直営店舗を通じたコンタクトレンズ及びケア用品並びに眼鏡等

のユーザーへの販売（直販）、②コンタクトレンズ及びケア用品のユーザーへの通信販売（通販）、③フランチャ

イズ店舗へのコンタクトレンズ及びケア用品並びに眼鏡等の販売（FC）によっております。 

(2）販売形態別実績 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「その他」の売上高は、業務受託料、設備機器レンタル料、商品卸売上等であります。 

販売形態別 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

売上高（千円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

直販 14,734,182 76.5 103.3 

通販 2,531,566 13.1 127.2 

ＦＣ 1,054,380 5.5 95.5 

その他 948,543 4.9 50.3 

合計 19,268,672 100.0 100.1 



(3）直販地域別実績 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

地域別 

当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

  至 平成18年12月31日） 

直販売上高 

（千円） 

構成比 

（％） 

前年同期比 

（％） 

出店 

（店） 

退店 

（店） 

期末 

（店） 

  北海道 1,230,623 8.4 83.9 4 2 14 

  青森県 66,366 0.4 370.4 ― ― 1 

 秋田県 9,410 0.1 ― 1 ― 1 

 岩手県 34,344 0.2 ― 1 ― 1 

  宮城県 23,441 0.2 110.2 ― ― 1 

北海道・東北地域計 1,364,186 9.3 90.6 6 2 18 

  栃木県 142,300 1.0 86.5 ― ― 2 

  群馬県 295,107 2.0 91.6 ― ― 3 

  埼玉県 586,042 4.0 139.1 3 1 6 

  東京都 210,605 1.4 118.3 1 ― 3 

  神奈川県 669,472 4.6 95.0 1 2 6 

  新潟県 182,971 1.2 116.3 ― ― 1 

  長野県 129,375 0.9 127.2 2 ― 3 

  静岡県 106,501 0.7 119.2 ― ― 2 

関東地域計 2,322,377 15.8 108.6 7 3 26 

  富山県 166,849 1.1 92.8 ― ― 3 

  石川県 235,349 1.6 103.8 1 ― 3 

  福井県 127,603 0.9 112.9 ― ― 2 

北陸地域計 529,802 3.6 102.0 1 ― 8 

  岐阜県 502,054 3.4 99.0 ― 1 6 

  愛知県 2,913,896 19.8 110.9 3 1 32 

  三重県 420,610 2.8 109.2 2 ― 8 

中部地域計 3,836,561 26.0 109.0 5 2 46 

  滋賀県 57,209 0.4 88.2 ― ― 1 

  京都府 727,166 4.9 107.2 ― ― 7 

  大阪府 3,567,709 24.2 101.9 3 1 33 

  兵庫県 278,100 1.9 101.8 ― ― 3 

  奈良県 431,516 2.9 116.2 2 ― 6 

  和歌山県 219,368 1.5 100.0 ― ― 2 

関西地域計 5,281,071 35.8 103.4 5 1 52 

  鳥取県 100,124 0.7 99.1 ― ― 1 

  岡山県 474,402 3.2 119.6 2 ― 7 

  広島県 69,792 0.4 100.4 ― ― 1 

  山口県 70,191 0.5 90.3 ― ― 1 

  愛媛県 115,519 0.8 59.2 2 1 2 

  香川県 177,803 1.2 91.5 1 ― 3 

中四国地域計 1,007,833 6.8 97.4 5 1 15 

  福岡県 244,280 1.7 84.1 ― ― 4 

  熊本県 51,818 0.3 76.8 ― ― 1 

  佐賀県 75,239 0.5 101.3 ― ― 1 

九州地域計 371,338 2.5 85.9 ― ― 6 

中国 上海市 21,010 0.2 ― 1 ― 2 

合計 14,734,182 100.0 103.3 30 9 173 



(4）主要顧客別販売実績 

 主要顧客に該当するものはありません。 

(5）単位当たり売上高 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 売上高は小売店舗の直販売上高のみを表示しております。 

３ 売場面積は稼働月数を加重平均して算出しております。 

４ 従業員数は店舗における人員であり、準社員・アルバイトが含まれております。 

５ アルバイトは１日８時間換算にて算出しております。 

(6）商品仕入実績 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 仕入商品の主なものは、以下のとおりであります。 

  

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

売上高 14,734,182 103.3 

売場面積（期中平均） 

１㎡当たり売上高 

12,395㎡ 

1,188 

105.8 

97.6 

従業員数（期中平均） 

１人当たり売上高 

890人 

16,555 

100.2 

103.1 

仕入形態別 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

仕入高（千円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

直販 5,968,861 74.2 97.1 

通販 1,149,580 14.3 117.9 

ＦＣ 859,848 10.7 96.6 

その他 66,319 0.8 78.0 

合計 8,044,610 100.0 99.3 

品目別 主要品目 

直販 
コンタクトレンズ、ケア用品、コンタクトレンズアクセサリー、眼鏡フレ

ーム及びレンズ 

通販 コンタクトレンズ、ケア用品の通信販売 

ＦＣ 
コンタクトレンズ、ケア用品、コンタクトレンズアクセサリー、 

販促企画請負、眼鏡フレーム及びレンズ 

その他商品 
コンタクトレンズ、ケア用品、コンタクトレンズアクセサリー、 

眼鏡フレーム及びレンズ、消耗品等 



３【対処すべき課題】 

当社グループは、お客様のニーズを的確に捉え満足を提供するため、コンタクトレンズ専門販売店から

Vision Supply 産業への構造変革を通して〝お客様の生活の豊かさへの貢献〟を基本コンセプトとした商品開発及び

販売システム開発に積極的に取り組んで参りました。 

グラス(眼鏡)販売は、変化する市場環境に対応する商品・店舗形態・サービスの在り方について試験的に取り組ん

で参りましたが、「ハートアップ」「メガネプロショップ」によるシニアマーケットへの参入と「ハートアップビジ

ョンスクエア」「グラスコード」に代表される独自の発想での業態開発が奏効し始め、新しい事業モデルの構築が進

行しつつあります。 

そこで、当社グループでは、特に下記の４点を重点課題として取組んでおります。 

(1) コンタクトレンズ販売について 

昨今、使い捨てコンタクトレンズを中心に、眼科医の発行したコンタクトレンズ指示書（処方箋など）に基づか

ない通信販売やパッケージ持参による同度数レンズの販売（いわゆる、自己申告による販売）がなされておりま

す。お客様の利便性に対する要望とお客様への安全性に対する啓蒙をどのようにするか、これは業界の抱える大き

な問題の一つであります。 

当社グループはこの問題を解決するため、Eye-Data Network System（コンタクトレンズ指示書（処方箋など）デ

ータの登録・管理・配信・販売システム）に基づく販売を行い、着実にお客様からの支持を頂いております。但

し、この販売システムは、当社グループの直営店に来店されなければコンタクトレンズ指示書（処方箋など）デー

タの登録が出来ないため利用者数の伸長率には限界があります。これに対応するため、ドラッグストアとの提携に

よる「ハートアップ５MINI（ファイブミニ）」の出店を加速させることで新規顧客の獲得及び既存顧客の購入サイ

クル善循環の促進を図って参ります。 

(2) グラス（眼鏡）販売について 

グラス（眼鏡）販売は新たなる転換期を迎えており、今後も業態・店舗形態の新規開発によって常に新しい提案

を続けて参ります。眼鏡小売業の後発組である当社グループが眼鏡専門店としての知名度を高めるための課題は他

社との差別化戦略の展開であると考えます。 

このような現状を鑑み、当社グループのグラス(眼鏡)販売においてはトータルビジョンケアショップ「ハートア

ップビジョンスクエア」、またビジョンスクエアの基本思想を進化させた「グラスコード」を出店し、新しいビジ

ネスモデルの構築に取り組んでおります。 

コンタクトレンズ販売のウエイトが高い店舗形態においても、「メガネプロショップ」への転換を図ることで更

に専門性を高め、遠近両用メガネをはじめとするシニア層を意識した商品ラインアップを充実させております。こ

れらの取組みにより顧客基盤の強化を図って参ります。 

(3) コンタクトレンズの適正流通に関する課題 

平成18年４月１日に施行されました医療費改正により、コンタクトレンズ診療に関する診察料の算定基準が定め

られ医療費が大幅に引き下げられました。この内容は眼科医療機関の経営に影響を及ぼすだけにとどまらず、コン

タクトレンズの流通全般に対しても影響を与え、業界は混迷の様相を呈しており、終息の兆しを見るには相当の時

間を要することが懸念されております。これらの混迷を助長する要因は以下の事象であります。 

コンタクトレンズ診療所においては誤った解釈も含め様々な診察料の算定方法が採用されているため、コンタク

トレンズユーザーのコンタクトレンズに係る診察料の認識を混乱させ、医療に係る費用の不透明感をもたらしてお

ります。これらの不明瞭な状況がコンタクトレンズの流通にも影響を及ぼし、コンタクトレンズの一時的な買い控

えが生じるばかりでなく、コンタクトレンズ指示書（処方箋など）に基づかず、現在使用しているコンタクトレン

ズの箱に記載されている規格を自分で入力して購入する通信販売や、箱そのものを販売店に持参して同一規格の製

品を再購入する、いわゆる自己申告型の販売が増加すると予測されます。コンタクトレンズの販売に関しては処方

箋などの発行義務が法制化されていないため、医師の指示書（処方箋など）に基づく販売等、安全性担保への取組

みは各販売会社のモラルに委ねられるところでありますが、高度管理医療機器であるコンタクトレンズは眼に直接

装着する視力補正機器であり、このような販売方式が拡大することにより不具合が発生した場合、消費者・販売店

共に大きなリスクを抱えることとなります。 

当社グループは、あくまでもコンタクトレンズ指示書（処方箋など）に基づく安全性の重要性と、業界の良心の

喚起に努めてまいる所存であり、更なる業容の拡大に取り組むことによって当社グループの推奨するEye-

Data Network System（コンタクトレンズ指示書（処方箋など）データの登録・管理・配信・販売システム）を基盤

とした販売方式を全国的に定着させ、業界の正常化に寄与したいと考えております。 



(4) 買収防衛策について 

当社は、当社株式に対する買付行為が開始され、または開始されることが客観的に見込まれる場合において、当

該買付行為が、当社の企業価値、ひいては株主共同の利益を安定的かつ持続的に向上させるものか否かの判定を行

うことを目的として、特定の株主グループによる当社発行済株式(当社保有自己株式を除く)の保有割合を20％以上

とすることを目的とした当社株式の買付行為、もしくは結果として特定の株主グループの株式保有割合が20％以上

となるような当社株式の買付行為、または当社に対する経営参画を目的とした買付行為等への対応方針として「事

前警告型ライツ・プラン」(以下、「本ライツ・プラン」という。)の導入を平成18年８月29日開催の取締役会にお

いて決議いたしました。なお、同取締役会決議は平成18年９月26 日開催の臨時株主総会で特別決議に準ずる決議と

して承認を受けることを条件としており、同臨時株主総会において承認を受けましたので同取締役会決議は発効い

たしました。 

また、株主の総体的意思を尊重するとともに取締役の保身とならぬよう本ライツ・プランの有効期間は、取締役

の任期１年に合わせ毎定時株主総会終結の時までとしております。 

なお、本ライツ・プランは平成17年５月27日に経済産業省及び法務省から公表された「企業価値・株主共同の利

益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」、平成17年４月21日に株式会社ジャスダック証券取引所から

公表された「敵対的買収防衛策の導入に際しての投資者保護上の留意事項について」 及び機関投資家の皆様から公

表された敵対的買収防衛策に対する議決権行使の方針等の内容を十分に考慮した上で策定しております。 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの事業等に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主

な事項を以下に記載しております。 

 本項において、将来に関する事項も含まれておりますが、以下の事項は当連結会計年度末に判断したものでありま

す。 

(1）法的規制とそれに関連するリスクについて 

① 薬事法により、コンタクトレンズ販売店は、店舗毎に医療機器販売経験３年以上の販売管理者の設置義務が課

せられており、経験者の確保状況によっては店舗展開に影響を受ける可能性があります。 

② コンタクトレンズの販売に際しては、眼科医からの指示書（処方箋等）に基づいて商品をお客様に提供するこ

ととなります。当社グループで展開している「ハートアップ・コアショップ」では、店舗に隣接して眼科診療所

を開設していただいておりますが、グループの出店に応じて店舗に隣接した場所に診療所を誘致できない場合、

当社グループの出店計画に影響が出る可能性があります。 

③ 「コアショップ」店舗に隣接して眼科診療所を誘致する場合、診療所の開業資金は、連結子会社の㈱ノプトサ

ービスより、開業資金等として診療所に貸付を行う場合があります。また、眼科診療所では、開業から十分な職

員を採用する事が困難な場合が多いため、当社グループでは、隣接診療所より、診療所での受付事務等をはじめ

とする事務業務を隣接店舗にて受託しております。平成18年４月の医療費改正の影響を受け、医療機関における

診療報酬は大きく減少いたしております。貸付金や業務受託に係る対価等、医療機関に対する債権の回収が困難

となった場合、当社グループの経営成績は影響を受ける可能性があります。 

 また、医療費改正後、新聞等で報道されておりますように、定められたとおりに料金を適用しない医療機関が

社会問題としてとりあげられております。行政の指導などによりこれらの状況が是正されなければ、消費者に対

してコンタクトレンズ購入に係る費用の不透明感を助長し、市場の混迷は継続される可能性があります。この状

況が継続した場合、コンタクトレンズ診療に関する料金体系が確立されず、コンプライアンスを遵守している当

社グループの提携医療機関は、不公正な競争を強いられ、経営回復に支障をきたす恐れがあります。またこのよ

うな状況下においてコンタクトレンズ診療の維持が困難になった場合、処方箋発行元の医療機関を確保すること

ができず、コンタクトレンズ処方箋に基づく当社グループの販売に影響をきたす可能性があります。 

④ 当社グループは、コンタクトレンズを眼科医の発行する指示書（処方箋等）に基づいて販売しております。従

って、コンタクトレンズの購入を目的としてご来店されたお客様には、隣接した眼科診療所をご紹介し、眼科医

による診察とコンタクトレンズ指示書（処方箋等）の発行を受けて頂き、安全の確保に努めております。しかし

ながら、万一、隣接眼科診療所で医療ミスが生じた場合、紹介者である当社グループの信用が低下すると同時

に、お客様に紹介できる眼科診療所も制限されるため、業績に影響が生じる可能性があります。 

⑤ 提携医療機関との業務受託契約範囲内で医療機関の責任者である医師の管理監督下において行う手足的補助業

務は、一般的に医療機関で行われている補助業務と同等のレベルであり、この医療補助者の存在は日本の医療現

場において欠かす事のできない重要な役割を担っております。当社では、これらの補助業務を社会の普遍的な通

念にもとづく解釈から医行為に該当するものではないと認識しておりますが、法令、諸規則改正やその解釈の変

更により、万一、法律違反と判断された場合、当社グループの社会的信用が損なわれ、当社の業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

(2）プライベートブランド商品について 

 当社グループではノプトCS30TypeAC、ノプトCS30TypeFをはじめとした自社開発のプライベートブランド商品を

取扱っております。連結売上高に占めるプライベートブランド商品の売上高比率は、平成18年12月期約３割であ

り、プライベートブランド商品の利益水準はナショナルブランド品よりも一般的に高くなる傾向があります。 

 従って、競合の進展等によって、当社グループが開発した自社ブランド商品の販売が伸び悩んだ場合、当社グル

ープの業績は影響を受ける可能性があります。 



(3）商品の安定供給について 

 当社グループは、高度管理医療機器であるコンタクトレンズの製造販売許可及び承認を取得しており、海外メー

カーとの提携によってプライベートブランドのコンタクトレンズを輸入販売しております。連結仕入高に占める輸

入依存度は、平成18年12月期8.9％であり、地域別には、台湾、イタリアからの輸入依存度が高くなっています。 

 商品は厚生労働省から承認を受けており、品質管理には十分に留意しております。万一、市販後商品の不具合が

発生した場合、顧客のトレーサビリティとリコール保険が完備されているとはいえ、商品回収責任を負うため、業

績に影響が生じる可能性があります。また、プライベートブランド商品は、計画発注により安定した商品供給体制

を採っておりますが、これら主要輸入先において災害や国際情勢の変化等が生じ、商品の調達が困難になった場

合、商品の供給を受けることができなくなるため、業績に影響が生じる可能性があります。 

(4）個人情報の保護について 

 現在当社グループは、Eye-Data Network System（コンタクトレンズ指示書（処方箋など）データの登録・管

理・配信・販売システム）をはじめとするIT戦略を推進するに際し、お客様の個人情報をホストコンピュータにて

集中管理しております。当社グループは、これらの個人情報の管理について、最大限の注意を払い、セキュリティ

についても留意しております。しかし、これらの情報の外部流出や悪用等の可能性が皆無とは言えず、これを理由

に法的紛争に巻き込まれる、又は当社グループの信用が低下する可能性があり、かかる場合には、個人情報保護保

険によるリスクヘッジをはかっておりますが、当社グループの業績等に影響が生じる可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）フランチャイズ契約 

(2）業務委託契約 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

契約の名称 ［ハートアップ］フランチャイズ契約 

契約の当事者 フランチャイジー（甲）及び株式会社日本オプティカル（乙） 

契約期間 
５年間。但し、期間満了の１年前までに契約を終了させる旨の申し出がない場合は、更に１年自動的

に契約延長される。 

契約内容 

① 商品供給： 

甲の店舗で販売する商品は全て乙において供給するものとし、乙が甲に対して供給する商品の売

買に関する具体的な事項は、甲乙間で別に協議して定める。 

② 商標・サービスマークの使用： 

乙は甲に対し、宣伝広告及び販売促進のため、乙の登録商標及びサービスマークを次のとおり使

用することを許諾する。 

(1）店舗内外の看板、標識、POP類に表示すること。 

(2）会員証、伝票類等の販売促進ツールに付すること。 

③ 販売促進： 

乙は甲に対し下記のように販売促進のノウハウの提供及び指導を行うものとする。 

(1）乙は甲の店舗の市場環境に応じ、乙独自の販売促進活動を甲に指導するものとする。 

(2）甲の販売促進ツール一切については甲の実費負担において乙が用意する。 

④ 管理料： 

甲は乙に対し本契約に基づく商品販売、店舗経営に関するノウハウ等の情報提供の対価として月

次売上額（実績）の一定料率を支払うものとする。 

契約の名称 業務委託契約 

契約の当事者 医療機関（甲）及び株式会社日本オプティカル（乙） 

契約期間 ３年間。但し、双方異議のない場合は同一の条件にてさらに２年間更新される。 

契約内容 

甲は乙に対して下記の業務を委託する。 

① 診療所の受付及び事務上の業務。（レセプト作成業務及び総括は除く） 

② 診療所の一般物品などの仕入れ、在庫管理。 

③ 診療所の一般経理事務。 

④ 上記以外の業務に関しては、別に甲乙間で協議し決定する。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）経営成績の分析 

① 売上高 

 当連結会計年度の売上高は、19,268百万円（前年同期比100.1％）となりました。この主な要因は、コンタク

トレンズ販売における新業態店舗「ハートアップ５MINI」の出店と通信販売により、購入時の利便性を、より向

上させたことによる会員数の増加による売上高の増加と、医療費改正の影響により提携医療機関からの受付業務

などの委託契約に基づく業務受託収入の減少によるものであります。この結果、直営店舗における売上高が

14,734百万円（前年同期比103.3％）、通信販売による売上高が2,531百万円（前年同期比127.2％）、業務受託

料等のその他の売上高が948百万円(前年同期比50.3％)となりました。 

② 売上原価 

 売上原価は7,840百万円（前年同期比99.1％）となりました。原価率につきましては40.7％と、前連結会計年

度の41.1％に比べ0.4ポイントの引き下げにより、売上総利益を増加させております。これは、利益重視の価格

安定化政策を採用したことに加え、コンタクトレンズとグラス(眼鏡)の同時購入キャンペーンなどの施策が奏効

しグラス(眼鏡)販売が伸長したものであります。 

③ 販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費は10,815百万円（前年同期比103.2％）となりました。売上高に占める販売費及び一般

管理の割合は56.1％と、前連結会計年度の54.5％と比べ1.6ポイントの増加となり、営業利益を減少させまし

た。この主な要因は、店舗の増加等による賃借料の増加139百万円、グラス(眼鏡)販売要員の増強による人件費

の増加221百万円、医療費改正後、経営合理化がまだ整わない提携先医療機関への救済措置として支援金(保険医

療機関は対象外としております。)の発生302百万円及び効率的な販促手法により広告宣伝費の抑制による減少

458百万円によるものであります。 

④ 営業外収益及び営業外費用 

 営業外収益は173百万円（前年同期比233.6％）となりました。この主な増加要因は、メーカー協賛による協賛

金154百万円（前年同期比317.2％）であります。 

 営業外費用は147百万円（前年同期比123.9％）となりました。この主な増加要因は、借入金の増加による支払

利息94百万円（前年同期比104.7％）と、シンジケートローンの組成等による営業外支払手数料46百万円（前年

同期比192.2％）であります。 

⑤ 特別利益及び特別損失 

 特別利益については、固定資産売却益と貸倒引当金戻入益等の発生により0百万円（前年同期比1.9％）となり

ました。 

 特別損失については、店舗の移転・退転と本社の移転による固定資産除却損89百万円（前年同期比37.6％）、

減損会計の適用による減損損失342百万円及び提携医療機関への売掛金等の回収懸念に対する貸倒引当金繰入額

250百万円等により700百万円（前年同期比216.1％）となりました。 

⑥ 当期純損失 

 上記の結果、当期純損失は251百万円（前連結会計年度は当期純利益226百万円）となりました。 

(2）財政状態の分析 

① 資産 

 当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末と比べて811百万円増加し12,894百万円となりました。主

な増加要因は、営業貸付金の増加額449百万円、業容拡大による たな卸資産の増加額466百万円及び敷金・保証

金の増加額114百万円であります。 

② 負債 

 負債合計は、前連結会計年度末と比べて1,166百万円増加し10,120百万円となりました。この主な増加要因

は、流動負債の減少額112百万に対して、社債の発行による増加額320百万円及び長期借入金の増加額928百万円

等の固定負債が1,278百万円増加したためであります。 

③ 純資産 

 純資産合計は、前連結会計年度末と比べて355百万円減少し2,774百万円となりました。主な減少要因は、当期

純損失額251百万円を計上したこと及び剰余金の配当123百万円等による利益剰余金の減少額385百万円によるも

のであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループは、賃貸店舗によりコンタクトレンズ及び眼鏡の専門店をチェーン展開しており、店舗の新設、改装

が設備投資の中心となっております。 

 当連結会計年度におきましては、提出会社における新規出店25店舗、移転・統合７店舗及び改装３店舗を行い、連

結子会社においては新規出店５店舗及び移転・統合１店舗を行いました。また、総合的な販売管理システムの見直し

により、ソフトウエア等への投資も行っております。 

 以上の結果、有形固定資産に対する投資額761百万円、ソフトウエアに対する投資額74百万円となりました。 

 また、店舗の移転・統合８店舗、改装３店舗及び退店９店舗に伴い、固定資産除却損を89百万円計上しております

が、個別金額が軽微なため、重要な設備の除却、売却等に該当するものはありません。 



２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

事業所名 
（所在地） 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 
工具器具及
び備品 

ソフトウエ
ア 

その他 合計 

  北海道 238 7,798 ― ― 8,037 ― 

  青森県 ― 379 ― ― 379 ― 

  岩手県 47,661 13,254 ― ― 60,915 11 

  宮城県 ― 2,398 ― ― 2,398 2 

  秋田県 ― 4,360 ― ― 4,360 ― 

北海道・東北地域計 47,900 28,189 ― ― 76,090 13 

  栃木県 15,025 6,386 ― ― 21,411 7 

  群馬県 19,561 3,140 ― ― 22,702 10 

  埼玉県 111,632 21,599 ― ― 133,232 25 

  東京都 36,444 6,477 ― ― 42,921 12 

  神奈川県 17,356 6,728 ― ― 24,085 23 

  新潟県 8,151 2,483 ― ― 10,635 8 

  長野県 19,014 10,205 ― ― 29,220 9 

  静岡県 ― 5,035 ― ― 5,035 5 

関東地域計 227,187 62,054 ― ― 289,241 99 

  富山県 8,770 4,819 ― 182 13,772 13 

  石川県 30,032 4,449 ― ― 34,482 11 

  福井県 6,877 2,034 ― 1,118 10,030 8 

北陸地域計 45,681 11,302 ― 1,301 58,285 32 

  岐阜県 13,967 5,523 ― ― 19,491 17 

  愛知県 187,034 56,548 ― 6,579 250,162 125 

  三重県 65,326 10,895 ― 2,317 78,539 16 

中部地域計 266,329 72,966 ― 8,896 348,192 158 

  滋賀県 4,159 3,614 ― ― 7,773 4 

  京都府 37,124 12,904 ― 2,538 52,568 27 

  大阪府 182,231 42,874 ― 19,627 244,732 120 

  兵庫県 16,308 4,333 ― ― 20,641 16 

  奈良県 42,771 8,446 ― 939 52,157 14 

  和歌山県 6,825 234 ― ― 7,060 5 

関西地域計 289,421 72,405 ― 23,105 384,931 186 

 



 （注）１ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 「ソフトウエア」欄の金額には、販売システム投資等に係るソフトウエア仮勘定321,653千円を含んでおり

ます。 

３ 「その他」欄の金額の内訳は、構築物 38,194千円及び車両運搬具3,844千円であります。 

４ 従業員数には、準社員、アルバイト及び社外への出向者は含まれておりません。 

５ 連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

事業所名 
（所在地） 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 
工具器具及
び備品 

ソフトウエ
ア 

その他 合計 

  鳥取県 6,296 2,161 ― ― 8,457 4 

  岡山県 81,571 10,907 ― 3,574 96,052 19 

  広島県 ― 73 ― ― 73 5 

  山口県 ― 1,997 ― ― 1,997 4 

  香川県 13,352 5,041 ― 124 18,519 9 

  愛媛県 17,863 6,640 ― ― 24,503 7 

中四国地域計 119,084 26,818 ― 3,699 149,602 48 

  福岡県 24,544 9,893 ― ― 34,438 9 

  佐賀県 3,539 702 ― ― 4,242 4 

  熊本県 2,954 1,722 ― ― 4,677 2 

九州地域計 31,038 12,317     43,356 15 

店舗設備小計 1,026,642 286,051 ― 37,002 1,349,696 551 

本社（名古屋市中区） 117,293 187,470 565,253 5,035 875,052 130 

Logisticsセンター 

（愛知県豊田市） 
1,781 32,965 ― ― 34,746 13 

札幌オフィス（札幌市中央区） ― 709 ― ― 709 2 

東京オフィス（東京都港区） 1,200 660 ― ― 1,861 2 

大阪オフィス（大阪市北区） 1,466 266 ― ― 1,732 4 

福岡オフィス（福岡市中央区） ― 939 ― ― 939 3 

その他の設備小計 121,741 223,009 565,253 5,035 915,040 154 

合計 1,148,384 509,060 565,253 42,038 2,264,736 705 

区分 設備の内容 

リース物件の取得価額相当額等 未経過リース料 当期の支払リース料等 

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

１年以内 
（千円） 

１年超 
（千円） 

合計 
（千円） 

支払リー
ス料 
（千円） 

減価償却
費相当額 
（千円） 

支払利息
相当額 
（千円） 

店舗 店舗用設備等 312,019 280,235 31,784 24,478 8,934 33,412 75,809 69,156 2,297 

本部 
全社ホストコンピュータ

等 
23,281 4,656 18,624 18,679 ― 18,679 28,514 26,735 436 

合計 335,300 284,891 50,409 43,157 8,934 52,091 104,323 95,891 2,733 



(2）国内子会社 

 （注）１ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 「その他」欄の金額の内訳は、土地（面積43.4㎡）1,200千円、構築物2,602千円、車両運搬具9,341千円及

びソフトウエア273千円であります。 

３ 従業員数には、準社員、アルバイト及び社外への出向者は含まれておりません。 

４ 連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

(3）在外子会社 

 （注）１ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数には、準社員、アルバイト及び社外への出向者は含まれておりません。 

  区分 
事業所名 
（所在地） 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
（人） 建物 

工具器具及
び備品 

その他 合計 

株式会社 

ノプト 

店舗 北海道 96,951 18,850 540 116,343 70 

店舗 青森県 ― 10,387 ― 10,387 9 

店舗 秋田県 30,044 656 1,978 32,679 9 

店舗 大阪府 14,922 2,845 82 17,850 23 

その他の

設備 

本社等 

（東京都港区他） 
21,466 1,538 10,814 33,819 ― 

小計 163,386 34,278 13,416 211,081 111 

株式会社 

ノプトサービス 

その他の

設備 

本社等 

（名古屋市中区他） 
815 282 ― 1,098 10 

合計 164,201 34,560 13,416 212,179 121 

区分 設備の内容 

リース物件の取得価額相当額等 未経過リース料 当期の支払リース料等 

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

１年以内 
（千円） 

１年超 
（千円） 

合計 
（千円） 

支払リー
ス料 
（千円） 

減価償却
費相当額 
（千円） 

支払利息
相当額 
（千円） 

店舗 店舗用設備等 4,265 1,492 2,772 842 2,030 2,873 3,188 2,882 184 

合計 4,265 1,492 2,772 842 2,030 2,873 3,188 2,882 184 

  区分 事業所名（所在地） 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
（人） 建物 

工具器具及
び備品 

その他 合計 

好瞳宝光学眼鏡

商業（上海）有

限公司 

店舗 中国 上海市 8,040 11,558 ― 19,598 12 

その他の

設備 
本社（中国上海市） 1,622 8,239 ― 9,861 5 

合計 9,662 19,797 ― 29,460 17 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）重要な設備の除却等 

 重要な設備の除却、売却等に該当するものはありません。 

会社名 事業所名 設備の内容 

投資予定額 

資金調達方法 着手年月 完了予定年月 備考 
総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

提出会社 

西院店 店舗新設 9,260 ― 自己資金・借入金 平成19年２月 平成19年２月 コア 

５MINI新潟CoCoLo 店舗新設 4,450 ― 自己資金・借入金 平成19年３月 平成19年３月 ５MINI 

関西地域１店舗 店舗新設 59,475 ― 自己資金・借入金 平成19年中 平成19年中 コア 

九州地域２店舗 店舗新設 52,825 ― 自己資金・借入金 平成19年中 平成19年中 コア 

中部地域２店舗 店舗新設 8,900 ― 自己資金・借入金 平成19年中 平成19年中 ５MINI 

関西地域２店舗 店舗新設 4,450 ― 自己資金・借入金 平成19年中 平成19年中 ５MINI 

九州地域１店舗 店舗新設 4,450 ― 自己資金・借入金 平成19年中 平成19年中 ５MINI 

天神店 店舗移転 27,890 ― 自己資金・借入金 平成19年２月 平成19年２月 コア 

前橋店 店舗移転  20,258 ― 自己資金・借入金 平成19年３月 平成19年３月 コア 

中部地域３店舗 店舗移転 62,430 ― 自己資金・借入金 平成19年中 平成19年中 コア 

中部地域４店舗 店舗移転 17,000 ― 自己資金・借入金 平成19年中 平成19年中 ５MINI 

関西地域２店舗 店舗移転 8,500 ― 自己資金・借入金 平成19年中 平成19年中 ５MINI 

Webヨドバシ梅田 店舗改装 15,570 ― 自己資金・借入金 平成19年２月 平成19年２月 ５MINI 

本社(名古屋市中

区) 

綜合販売 

システム 
229,000 ― 自己資金・借入金 平成19年３月 平成19年11月   

小計 524,458 ― ― ― ― ― 

合計 524,458 ― ― ― ― ― 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成19年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 38,726,000 

計 38,726,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年３月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,791,600 9,791,600 ジャスダック証券取引所 ― 

計 9,791,600 9,791,600 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。 

平成18年３月29日定時株主総会決議 

  

  
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 4,860 4,800 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 486,000（注）１ 480,000（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,266（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成21年１月１日～ 

平成21年12月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,266 

資本組入額  633 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 本新株予約権の割当を受けた

者は、権利行使時においても、

当社およびグループ会社の従業

員、取締役、監査役および執行

役員の地位にあることを要す。

ただし、任期満了による退任、

定年を理由に当社を退職した場

合、またはグループ会社への転

籍により退任・退職した場合、

または就業時における事故等を

事由として退職した場合、およ

び従業員が会社都合により解雇

された場合で、当社の取締役会

が特に認め新株予約権者に書面

で通知したときは、引き続き本

新株予約権を退任・退職後、前

項で定める行使期間に行使する

ことができる。 

 権利を与えられた者が死亡し

た場合は、その死亡時において

本人が行使しうる株式数を上限

として新株予約権の行使期間内

に相続人の行使を認める。 

 その他、権利行使の条件は新

株予約権発行の取締役会決議に

もとづき、当社と新株予約権を

受けた者の間で締結する契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには、

当社取締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
― ― 



 （注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式数

についてのみ行われ、調整による１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（または併合）の比率 

２ 新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額は、発行日の属する月の各日（但し、取引が成立しない日を

除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社普通株式の終値の平均値に1.05を乗じた金額と

し、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が新株予約権発行日の前日の終値（取引が成立しない

場合はそれに先立つ直近の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

なお、本新株予約権発行の日以降、株式の分割または併合が行なわれる場合、次の算式により１株当たりの

払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、本新株予約権発行日以降、時価を下回る価額で新株発行または自己株式の処分を行なう場合（新株予

約権行使または自己株式移転の場合を除く）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げるものとする。 

(3) 【ライツプランの内容】 

          当社は、事前警告型ライツ・プランを導入しておりますが、現に発行している新株予約権がありませんの

で、該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 株式分割（１：1.4による増加） 

２ 新株予約権の行使による増加 

３ 有償一般募集 発行価格 957円 発行価額 887.33円 資本組入額 444円 

４ 有償第三者割当（野村證券㈱） 発行価格 957円 発行価額 887.33円 資本組入額 444円 

５ 連結子会社株式会社ノプト西日本との合併による増加であります。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

払込金額
＝ 

調整前 

払込金額
× 

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年８月20日 

（注）１ 
2,380,400 8,331,400 ― 414,000 ― 385,000 

平成15年12月30日 

（注）２ 
3,080 8,334,480 301 414,301 298 385,298 

平成17年10月13日 

（注）３ 
1,000,000 9,334,480 444,000 858,301 443,330 828,628 

平成17年11月８日 

（注）４ 
150,000 9,484,480 66,600 924,901 66,499 895,128 

平成17年１月１日～ 

平成17年12月31日 

（注）２ 

76,760 9,561,240 14,500 939,402 14,424 909,552 

平成18年１月１日 

（注）５ 
― 9,561,240 ― 939,402 8,526 918,079 

平成18年１月１日～ 

平成18年12月31日 

（注）２ 

230,360 9,791,600 31,927 971,330 31,697 949,776 



(5）【所有者別状況】 

 （注） 自己株式85,031株は、「個人その他」に850単元、「単元未満株式の状況」に31株含まれております。 

なお、自己株式85,031株は期末日現在の実質的な所有株式数であります。 

(6）【大株主の状況】 

（注）１ 上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は

873千株であります。なお、それらの内訳は、年金信託設定分2千株、投資信託設定分871千株となっておりま

す。 

２ スパークス・アセット・マネジメント株式会社から平成18年10月11日付で提出された大量保有報告書により、

同日現在で1,248千株保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所

有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

また、同報告書によれば、旧スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社（現：スパークス・グループ

株式会社）の保有株式が、会社分割により、スパークス・アセット・マネジメント株式会社に承継され、平成18

年10月２日付で旧スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社が当社の主要株主ではなくなり、スパーク

ス・アセット・マネジメント株式会社が当社の主要株主となりました。 

なお、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

大量保有者   スパークス・アセット・マネジメント株式会社 

住所      東京都品川区大崎１丁目11番２号 ゲートシティ大崎 

保有株券等の数    1,248,600株 

株券等保有割合      12.90％ 

  平成18年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 9 7 39 1 ― 2,534 2,590 ― 

所有株式数

（単元） 
― 14,105 43 23,547 3,791 ― 56,379 97,865 5,100 

所有株式数の

割合（％） 
― 14.4 0.0 24.1 3.9 ― 57.6 100.0 ― 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社ティー・ケイ・エヌ 
愛知県名古屋市中村区名駅３丁目１番２号 

グランアベニュー名駅1309号 
1,842 18.82 

長 村 隆 司 愛知県岡崎市 1,714 17.51 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番１１号  873 8.92 

米 田 栄 一 愛知県名古屋市名東区 625 6.38 

吉 澤 秀 水 神奈川県横浜市都筑区 408 4.16 

ハートアップ従業員持株会 愛知県名古屋市中区栄４丁目２番29号 380 3.88 

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル 

（常任代理人 ゴールドマ

ン・サックス証券会社東京

支店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 

（東京都港区六本木６丁目10番１号 六本

木ヒルズ森タワー） 

379 3.87 

貝 塚 憲 一 東京都日野市 276 2.82 

奥 田 孝 浩 岐阜県可児市 231 2.36 

株式会社愛知銀行 愛知県名古屋市中区栄３丁目14番12号 184 1.88 

計 ― 6,916 70.60 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式31株が含まれております。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。 

 当該制度は、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法により、当

社グループ取締役及び当社グループ従業員に対し、勤続年数及び役職を勘案し付与することを、以下の定時株主

総会において決議したものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

平成18年３月29日定時株主総会決議分 

  

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 
普通株式   85,000 

― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式   9,701,500 97,015 ― 

単元未満株式 普通株式    5,100 ― ― 

発行済株式総数 9,791,600 ― ― 

総株主の議決権 ― 97,015 ― 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 
株式会社日本オプ
ティカル 

名古屋市中区栄四
丁目２番29号 

85,000 ― 85,000 0.87

計 ― 85,000 ― 85,000 0.87

決議年月日 平成18年３月29日 

付与対象者の区分及び人数 

当社監査役       ３名 

当社執行役員      11名 

当社従業員      263名 

当社子会社取締役    １名 

当社子会社従業員    １名 

新株予約権の目的となる株式の種類  「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数  同上 

新株予約権の行使時の払込金額  同上 

新株予約権の行使期間  同上 

新株予約権の行使の条件  同上 

新株予約権の譲渡に関する事項  同上 

代用払込みに関する事項  同上 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第211条ノ３第１項第２号の規定に基づく取締役会決議及び旧商法第221条第６項の規定に

基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得並びに会社法第155条第７項に該当する普

通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

旧商法第211条ノ３第１項第２号の規定に基づく取締役会決議による取得 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項及び会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ

る株式数は含めておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成18年３月14日）での決議状況 

（取得期間 平成18年３月15日～平成18年６月30日） 
100,000 130,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 17,200 19,587,400 

残存決議株式の総数及び価額の総額 82,800 110,412,600 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 82.8 84.9 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合（％） 82.8 84.9 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

株主総会（平成―年―月―日）での決議状況 

（取得期間 平成―年―月―日～平成―年―月―日） 
― ― 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 240 301,950 

残存授権株式の総数及び価額の総額 ― ― 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― ― 

当期間における取得自己株式 80 59,755 

提出日現在の未行使割合（％） ― ― 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額
（円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
― ― ― ― 

その他 

（ ― ） 
― ― ― ― 

保有自己株式数 85,031 ― 85,111 ― 



３【配当政策】 

 利益配分につきましては、当社の責務として重要な経営課題の一つとして認識しております。従いまして、安定的

な配当を継続しつつ、業界動向を勘案して、増配や株式分割など株主にとって有益と思われる還元方法を採用する方

針であります。 

 当期の配当につきましては、以上の方針に基づき普通配当として、１株当たり年間配当を７円とさせていただきま

した。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応するため、今まで以上にコスト競争力を高

め、出店戦略の展開を図るために有効投資してまいりたいと考えております。 

また、当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことがで

きる。」旨定款に定めております。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のどおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降は

ジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、日本証券業協会は平成16年12月13日付でジャスダ

ック証券取引所に移行しております。 

２ □印は、株式分割権利落後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当金（円）

平成19年２月27日 

取締役会 
67,945 7 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高（円） 
835 

□610 
600 770 1,530 1,526 

最低（円） 
550 

□310 
290 550 637 690 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 943 966 880 830 809 847 

最低（円） 850 880 737 711 690 750 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役社長 

代表取締役 
  長 村 隆 司 昭和27年10月23日生

昭和51年４月 王子ティシュ販売株式会社入社 

(注)１ 1,714 

昭和54年３月 AZビジコム株式会社入社 

昭和55年３月 株式会社保谷レンズ入社メディカル

事業部 

株式会社アイシティ名古屋出向 

昭和63年６月 同社取締役 

平成元年３月 有限会社日本オプティカル設立 

代表取締役社長 

平成４年１月 株式会社日本オプティカルに組織変

更 代表取締役社長 

平成16年９月 当社代表取締役社長兼販売統轄本部

長 

平成17年１月 当社代表取締役社長（現任） 

平成17年４月 株式会社ノプト代表取締役社長（現

任） 

取締役会長   吉 澤 秀 水 昭和27年３月14日生

昭和62年６月 株式会社アイランド（現株式会社ノ

プト）設立 

代表取締役社長 
(注)１ 408 

平成17年３月 当社取締役会長（現任） 

平成17年12月 好瞳宝光学眼鏡商業（上海）有限公

司董事長（現任） 

専務取締役 CSR室担当 米 田 栄 一 昭和31年３月19日生

昭和54年４月 大協商品株式会社入社 

(注)１ 625 

昭和57年11月 株式会社保谷レンズ入社メディカル

事業部 

株式会社アイシティ名古屋出向 

平成元年３月 有限会社日本オプティカル設立に参

画 専務取締役 

平成４年１月 株式会社日本オプティカルに組織変

更 専務取締役 

平成８年12月 当社専務取締役マーケティングセン

ター本部長 

平成12年７月 当社専務取締役販売統轄本部長 

平成13年１月 株式会社ノプト東日本 代表取締役

副社長 

平成14年７月 当社専務取締役HRM（ヒューマンリ

ソースマネジメント）本部長 

平成17年３月 当社専務取締役兼執行役員 HRM本

部長 

平成17年９月 当社専務取締役CSR室担当（現任） 

専務取締役 

関連会社

推進室担

当 

貝 塚 憲 一 昭和27年３月12日生

昭和62年６月 株式会社アイランド（現株式会社ノ

プト）設立に参画 

専務取締役（現任） 
(注)１ 276 

平成17年３月 当社専務取締役 

平成17年９月 当社専務取締役関連会社推進室担当

（現任） 

常務取締役 

戦略プロ

ジェクト

担当 

奥 田 孝 浩 昭和35年３月４日生

昭和57年４月 株式会社メディアート入社 

(注)１ 231 

平成３年９月 当社入社 取締役 

平成７年４月 当社常務取締役管理本部長 

平成16年９月 当社常務取締役マーケティング本部

長 

平成17年１月 当社常務取締役販売統轄本部長 

平成17年３月 当社常務取締役兼執行役員 販売統

轄本部長 

平成18年１月 当社常務取締役戦略プロジェクト担

当（現任） 

 



（注）１ 平成19年３月28日就任後、１年内の最終の決算期に関する定時株主総会の締結まで。 

２ 平成19年３月28日就任後、４年内の最終の決算期に関する定時株主総会の締結まで。 

３ 監査役の澤 弘幸及び光家國彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

 ４ 当社は取締役の経営責任を明確にし、経営体制の充実強化及び活性化を図るため、定款により取締役の任期

を１年としております。 

５ 当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しておりま

す。執行役員は６名で、Logistics本部長 矢野幸次、管理本部長 永易幹章、財務部長 日暮 弘、販売統轄

本部長 川本敏志、開発本部長 伊藤修章及び情報システム本部長 古里正一で構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

常務取締役 

戦略プロ

ジェクト

担当 

杉 本 敬 彦 昭和27年10月10日生

昭和51年４月 株式会社保谷硝子入社 

(注)１ 80 

平成６年４月 HOYA株式会社ビジョン・ケア事業部

営業部副部長 

平成７年７月 日本アルコン株式会社入社 マーケ

ティング部長 

平成８年３月 当社入社 

平成10年１月 当社取締役営業企画本部長 

平成10年６月 当社取締役経営企画室長 

平成11年６月 当社取締役ノプト営業部統轄部長 

平成12年１月 当社取締役戦略企画室長 

平成12年７月 当社取締役戦略企画本部長 

平成13年１月 当社常務取締役戦略企画本部長 

平成14年７月 当社常務取締役販売統轄本部長 

平成16年９月 当社常務取締役開発本部長 

平成17年３月 当社常務取締役兼執行役員 開発本

部長 

平成17年11月 当社常務取締役戦略プロジェクト担

当（現任） 

常勤監査役   奥 田 文 雄 昭和16年７月21日生

昭和47年４月 東海証券入社 

(注)２ 2 

平成７年６月 同社取締役 

平成９年６月 東海丸万証券株式会社常務取締役 

平成13年４月 東海東京証券株式会社代表取締役専

務 

平成14年６月 東海東京サービス株式会社代表取締

役社長 

平成15年５月 東海東京証券株式会社顧問 

平成16年８月 当社常勤監査役（現任） 

監査役   澤   弘 幸 昭和28年８月22日生

昭和53年９月 株式会社田辺経営入社 

(注)２ 3 
平成７年２月 同社中部支社経営協力部長 

平成８年10月 澤経営コンサルタント代表（現任） 

平成12年３月 当社監査役（現任） 

監査役   光 家 國 彦 昭和17年12月22日生

平成５年３月 トーマツコンサルティング株式会社

代表取締役社長 

(注)２ 0 

平成12年４月 同社代表取締役会長 

平成14年７月 株式会社トランストラクチャ取締役 

平成15年３月 当社監査役（現任） 

平成15年６月 株式会社レントラックジャパン監査

役 

平成16年４月 株式会社ティファムズ代表取締役会

長（現任） 

平成17年４月 フードエックス・グローブ株式会社

監査役（現任） 

計 ― 3,343 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方 

 当社は、経営判断基準に以下の４項目を定め、コーポレート・ガバナンスの充実を図っております。 

① 社員全員が満足できるものであるか 

② お客様が満足できるものであるか 

③ 協力者が満足できるものであるか 

④ 株主が満足できるものであるか 

 これら４つの項目が公平かつ最大であるか 

 企業に求められる責任が高度化しつつある社会環境において、上記のステークホルダーとの良好な関係を築くた

め、基本である法令遵守の徹底、企業倫理に則った判断・社会的責任の重要性の認識という３つの視点において健

全性を保ちつつ、ビジョン産業のパイオニアとしての挑戦と成長の維持・向上を図り企業価値を高めてまいりま

す。 

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 業務執行・監査の仕組み 

 平成17年３月から、経営の意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入

いたしました。 

 取締役会は月１回の定例取締役会のほか、必要に応じて開催される臨時取締役会により、経営上の重要事項に

ついて機動的に意思決定を図るとともに、業務執行状況の監督を行いました。また、業務執行に関しては取締

役、執行役員及び経営幹部で構成する執行役員会議を月１回開催し、経営環境の変化にスピードを持って対応し

ております。また、監査役も毎回取締役会及び執行役員会議に出席しており、監査役の立場から取締役会の意思

決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行うとともに、取締役の業務執行状況を監査しておりま

す。 

② 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

 内部監査部門としては内部監査室（３名）があり、定期的に当社及び連結子会社の業務活動の適正性及び効率

性の確認を行い、必要に応じて被監査部門に対して、具体的な改善策の作成を指示しております。 

 当社には社外取締役はおりませんが、社外監査役２名を含んだ３名で構成される監査役会により上記各会議の

監査を受けると共に、定期的に代表取締役と監査役会による懇談会を行っております。 

 会社法、証券取引法に基づく会計監査につきましては、当社はあずさ監査法人と監査契約を締結し、独立・公

正な立場からの監査を受けております。 

 なお、当社は中央青山監査法人（現：みすず監査法人）による監査を受けておりましたが、同監査法人の資格

喪失に伴い、平成18年７月３日付であずさ監査法人を一時会計監査人に選定いたしました。また、あずさ監査法

人は平成18年９月26日開催の臨時株主総会において会計監査人に選任されております。 

 業務を執行した会計監査人の概要は次のとおりであります。 

（注)１ 継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。 

２ 当社の会計監査業務に係る補助者は、あずさ監査法人に所属する公認会計士４名、

会計士補６名、その他４名であります。 

③ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 社外監査役である澤 弘幸氏が3,780株、光家國彦氏が900株当社株式を保有している以外に人的関係、資本的

関係又は取引関係その他の利害関係はありません。なお、社外取締役は選任しておりません。 

業務を執行した公認会計士の氏名 継続監査年数 

あずさ監査法人 指定社員 業務執行社員 松岡 憲正 ― 

あずさ監査法人 指定社員 業務執行社員 田中 智司 ― 



(3）リスク管理体制の整備の状況 

 当社では、コンプライアンス重視の経営体制確立が重要な課題のひとつと位置付け、コーポレート・ガバナンス

に自主的に取り組み内部指導する代表取締役直轄の組織としてＣＳＲ（Corporate Social Responsibility）室を

設置し、当社グループへのコンプライアンスチェック及び教育指導を実施しております。ＣＳＲ室は担当取締役と

業務執行者１名で構成されております。 

 また、平成17年９月に内部通報窓口（名称：ノプトコンプライアンスライン）を設置し、通報窓口業務を札幌・

東京・名古屋・大阪の弁護士に委嘱し、当社グループ社員及び取引先からの直接相談に応じると共に、弁護士とＣ

ＳＲ室との連係による内部改善の体制を構築しております。 

(4）役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

 取締役及び監査役の年間報酬総額 

取締役 ６名 252,792千円（当社には社外取締役はおりません。） 

監査役 ３名  19,250千円 

(5）監査報酬の内容 

 当事業年度における当社の監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

 ① あずさ監査法人に支払った報酬等 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 14,220千円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

② 中央青山監査法人(現：みすず監査法人)に支払った報酬等 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  3,300千円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

(6）取締役の定数 

当社の取締役は６名以内とする旨定款に定めております。 

(7）剰余金の配当等の決定機関 

当社は、剰余金の配当等の会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を

除き、取締役会の決議によって定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とする

ことにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項の

ただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

 ただし、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日ま

で）及び第17期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、中

央青山監査法人(現：みすず監査法人)により監査を受け、また、当連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12

月31日まで）及び第18期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表につ

いては、あずさ監査法人により監査を受けております。 

なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

また、中央青山監査法人は、平成18年９月1日より、法人名称を「みすず監査法人」に変更しております。 

前連結会計年度及び第17期事業年度  中央青山監査法人(現：みすず監査法人) 

当連結会計年度及び第18期事業年度  あずさ監査法人 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  3,612,903 3,490,151 

２ 受取手形及び売掛金 ※３ 1,476,848 1,368,647 

３ 営業貸付金  440,020 889,518 

４ たな卸資産  1,932,237 2,398,621 

５ 繰延税金資産  70,425 57,073 

６ その他   201,607 330,375 

貸倒引当金  △35,976 △258,213 

流動資産合計  7,698,067 63.7 8,276,173 64.2

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※２   

(1）建物  1,496,311 1,322,249 

(2）工具器具及び備品  478,973 563,418 

(3）その他  69,883 55,182 

有形固定資産合計  2,045,168 16.9 1,940,849 15.0

２ 無形固定資産    

 （1）のれん  ― 300,090 

(2）ソフトウエア  274,723 243,872 

(3）連結調整勘定  408,641 ― 

(4）その他  143,047 358,129 

無形固定資産合計  826,412 6.8 902,092 7.0

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※１ 287,241 244,435 

(2）敷金・保証金  907,207 1,021,874 

(3）繰延税金資産  13,889 153,560 

(4）その他  323,457 405,394 

貸倒引当金  △25,998 △64,692 

投資その他の資産合計  1,505,797 12.5 1,760,572 13.7

固定資産合計  4,377,378 36.2 4,603,514 35.7

 



   
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅲ 繰延資産    

 １ 新株発行費  8,304 ― 

２ 株式交付費  ― 4,152 

３ 社債発行費   ― 11,097 

繰延資産合計  8,304 0.1 15,249 0.1

資産合計  12,083,750 100.0 12,894,938 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金  1,868,428 1,514,868 

２ 短期借入金  300,000 100,000 

３ １年以内返済予定長期
借入金 

 1,478,926 1,793,395 

４ １年以内償還予定社債  80,000 180,000 

５ 未払金  456,430 546,550 

６ 未払法人税等  139,731 181,485 

７ 賞与引当金  90,923 69,676 

８ レンズ交換引当金  1,871 487 

９ その他  801,424 719,044 

流動負債合計  5,217,735 43.2 5,105,507 39.6

Ⅱ 固定負債    

１ 社債  140,000 460,000 

２ 長期借入金  3,277,137 4,205,482 

３ 長期未払金  44,922 24,689 

４ 退職給付引当金  242,404 296,856 

５ その他  32,000 28,000 

固定負債合計  3,736,463 30.9 5,015,027 38.9

負債合計  8,954,199 74.1 10,120,535 78.5

     

（少数株主持分）    

少数株主持分  ― ― ― ―

 



   
前連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※４ 939,402 7.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金  953,456 7.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金  1,198,696 9.9 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 72,343 0.6 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定  △664 △0.0 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※５ △33,683 △0.3 ― ―

資本合計  3,129,551 25.9 ― ―

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 12,083,750 100.0 ― ― 

     

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  ― ― 971,330 7.5

２ 資本剰余金  ― ― 993,680 7.7

３ 利益剰余金  ― ― 813,513 6.3

４ 自己株式  ― ― △53,572 △0.4

株主資本合計  ― ― 2,724,951 21.1

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評価差
額金 

 ― ― 46,796 0.4

２ 繰延ヘッジ損益  ― ― △877 △0.0

３ 為替換算調整勘定  ― ― 3,531 0.0

評価・換算差額等合計  ― ― 49,451 0.4

純資産合計  ― ― 2,774,402 21.5

負債純資産合計  ― ― 12,894,938 100.0

     



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 19,240,267 100.0 19,268,672 100.0 

Ⅱ 売上原価 7,914,922 41.1 7,840,497 40.7

売上総利益 11,325,345 58.9 11,428,175 59.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 10,480,065 54.5 10,815,839 56.1

営業利益 845,280 4.4 612,336 3.2

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息 339 2,238   

２ 受取配当金 3,265 3,359   

３ 協賛金 48,781 154,755   

４ その他 21,960 74,347 0.4 13,353 173,707 0.9

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息 89,874 94,107   

２ 営業外支払手数料 24,060 46,252   

３ その他 5,184 119,118 0.6 7,242 147,601 0.8

経常利益 800,508 4.2 638,442 3.3

Ⅵ 特別利益   

１ 固定資産売却益 ※２ ― 429   

２ 投資有価証券売却益 40,815 ―   

３ 貸倒引当金戻入益 6,496 446   

４ 償却債権取立益 298 111   

５ 保険解約益 3,941 51,551 0.2 ― 987 0.0

    
 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※３ 238,375 89,730   

２ 固定資産売却損 ※４ 1,319 2,890   

３ 減損損失 ※５ ― 342,391   

４ 貸倒引当金繰入額  ― 250,991   

５ 従業員弔慰金  50,000 ―   

６ その他  34,616 324,311 1.7 14,890 700,894 3.6

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失(△) 

 527,748 2.7 △61,463 △0.3

法人税、住民税及び事
業税 

 281,095 300,242   

法人税等調整額  20,596 301,691 1.5 △110,285 189,957 1.0

当期純利益又は当期純
損失(△) 

 226,056 1.2 △251,421 △1.3

     



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 426,291 

Ⅱ 資本剰余金増加高 

増資による新株式の発
行 

509,829 

新株予約権の行使によ
る増加高 

14,424 

自己株式処分差益 2,911 527,164 

Ⅲ 資本剰余金期末残高 953,456 

（利益剰余金の部） 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,104,818 

Ⅱ 利益剰余金増加高 

当期純利益 226,056 226,056 

Ⅲ 利益剰余金減少高 

配当金 82,178 

役員賞与 50,000 132,178 

Ⅳ 利益剰余金期末残高 1,198,696 



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日 残高（千円） 939,402 953,456 1,198,696 △33,683 3,057,872

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 31,927 31,697 ― ― 63,624

剰余金の配当 ― ― △123,417 ― △123,417

当期純損失(△) ― ― △251,421 ― △251,421

自己株式の取得 ― ― ― △19,889 △19,889

合併による増減 ― 8,526 △10,344 ― △1,817

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

31,927 40,223 △385,182 △19,889 △332,920

平成18年12月31日 残高（千円） 971,330 993,680 813,513 △53,572 2,724,951

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

平成17年12月31日 残高（千円） 72,343 ― △664 71,678 3,129,551

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 ― ― ― ― 63,624

剰余金の配当 ― ― ― ― △123,417

当期純損失(△) ― ― ― ― △251,421

自己株式の取得 ― ― ― ― △19,889

合併による増減 ― ― ― ― △1,817

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△25,546 △877 4,196 △22,227 △22,227

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△25,546 △877 4,196 △22,227 △355,148

平成18年12月31日 残高（千円） 46,796 △877 3,531 49,451 2,774,402



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前当期純利益 
又は税金等調整前当期純損失(△) 

527,748 △61,463 

２ 減価償却費 587,777 612,597 

３ 減損損失 ― 342,391 

４ 連結調整勘定償却額 108,971 ― 

５ のれん償却額 ― 109,391 

６ 長期前払費用償却 554 2,006 

７ 貸倒引当金の増加額（減少額（△）） △56,344 260,931 

８ 賞与引当金の増加額（減少額（△）） 8,945 △21,247 

９ 退職給付引当金の増加額 49,184 54,452 

10 レンズ交換引当金の減少額 △12,618 △1,383 

11 受取利息及び受取配当金 △3,604 △5,598 

12 支払利息 89,874 94,107 

13 投資有価証券売却益 △40,815 ― 

14 有形固定資産処分損益 225,194 92,191 

15 無形固定資産処分損益 14,500 ― 

16 売上債権の減少額（増加額（△）） △78,404 54,838 

17 営業貸付金の減少額（増加額（△）） 86,004 △449,497 

18 たな卸資産の増加額 △318,076 △465,750 

19 仕入債務の増加額（減少額（△）） 16,137 △353,696 

20 未払消費税等の減少額 △33,336 △21,207 

21 敷金・保証金償却 46,846 26,028 

22 受入保証金の受入による収入 5,000 1,000 

23 受入保証金の返還による支出 ― △5,000 

24 役員賞与の支払額 △50,000 ― 

25 その他の増減額 131,413 △136,208 

小計 1,304,952 128,881 

26 利息及び配当金の受取額 3,548 5,449 

27 利息の支払額 △87,767 △86,109 

28 法人税等の支払額 △428,585 △248,383 

営業活動によるキャッシュ・フロー 792,146 △200,161 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 有価証券の売却による収入 40,523 ― 

２ 有形固定資産の取得による支出 △739,585 △813,106 

３ 有形固定資産の除却による支出 △56,472 △46,473 

４ 有形固定資産の売却による収入 2,136 9,526 

５ 無形固定資産の取得による支出 △247,838 △245,468 

６ 投資有価証券の取得による支出 △15,303 ― 

７ 投資有価証券の売却による収入 57,630 ― 

８ 貸付による支出 △4,385 ― 

９ 貸付金の回収による収入 861 2,020 

10 長期前払費用の増加による支出 △31,915 △15,939 

11 会員権の売却による収入 9,000 ― 

12 敷金・保証金の預入による支出 △135,854 △262,002 

13 敷金・保証金の返還による収入 246,592 117,958 

14 保険の積立による支出 △7,870 △7,472 

15 保険の解約による収入 21,454 3,058 

16 その他の増減額 △910 △4,419 

投資活動によるキャッシュ・フロー △861,935 △1,262,319 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金の純増減額 300,000 △200,000 

２ 長期借入による収入 1,450,400 2,850,000 

３ 長期借入金の返済による支出 △1,701,700 △1,607,186 

４ 社債の発行による収入 ― 488,110 

５ 社債の償還による支出 △180,000 △80,000 

６ 株式の発行による収入 1,036,897 63,039 

７ 自己株式の処分による収入 33,597 ― 

８ 自己株式の取得による支出 △530 △19,889 

９ 配当金の支払額 △82,081 △123,206 

10 その他の増減額 △28,901 △32,203 

財務活動によるキャッシュ・フロー 827,680 1,338,664 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 433 1,065 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（減少額(△)） 758,325 △122,751 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,854,577 3,612,903 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 3,612,903 3,490,151 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ４社 

連結子会社名 

(株)ノプト 

(株)ノプト西日本 

(株)ノプトサービス 

好瞳宝光学眼鏡商業（上海）有限

公司 

 （注） 好瞳宝光学眼鏡商業（上海）

有限公司は、子会社として新

たに設立したため当連結会計

年度から連結の範囲に含めて

おります。 

前連結会計年度末まで連結子

会社であった㈱ノプト東日本

及び㈱アイランドは、平成17

年６月１日付で合併いたしま

した。なお、存続会社は㈱ア

イランドであり、同社は平成

17年４月18日付で商号を㈱ノ

プトに変更しております。 

(1）連結子会社の数 ３社 

連結子会社名 

(株)ノプト 

(株)ノプトサービス 

好瞳宝光学眼鏡商業（上海）有限

公司 

 （注） 前連結会計年度末において連

結子会社であった㈱ノプト西

日本は、平成18年１月１日付

で当社と合併し解散しており

ます。 

 (2）非連結子会社の数 １社 

非連結子会社名 

(株)コンタクトプラザ 

(2）       同左 

 連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社は小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金等はいずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためで

あります。なお、同社は休眠会社で

あります。 

 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社数 

 該当はありません。 

(1）持分法適用の非連結子会社数 

同左 

 (2）持分法適用の関連会社数 

 該当はありません。 

(2）持分法適用の関連会社数 

同左 

 (3）持分法を適用していない非連結子会

社１社は、当期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外しております。 

(3）       同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

ａ 商品 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

ａ 商品 

同左 

 ｂ 貯蔵品 

最終仕入原価法 

ｂ 貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法を

採用しております。ただし、建物（建

物附属設備を除く）については定額法

によっております。 

 在外連結子会社につきましては所在

地国の会計基準の規定に基づく定額法

を採用しております。 

① 有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は従業員に

対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額のうち当連結会計年度

の期間対応額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 ③ 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社は従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異（55,481

千円）については、15年による按分額

を費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

連結会計年度から費用処理することと

しております。 

③ 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社は従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異（55,481

千円）については、15年による按分額

を費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

連結会計年度から費用処理することと

しております。 

 (会計方針の変更) 

 当連結会計年度より「「退職給付に

係る会計基準」の一部改正」（企業会

計基準第３号 平成17年３月16日）及

び「「退職給付に係る会計基準」の一

部改正に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第７号 平成17年３月16

日）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益は

8,395千円増加し、税金等調整前当期純

損失は8,395千円減少しております。 

 ④ レンズ交換引当金 

 レンズのリフレッシュシステムによ

り生じるレンズ交換の費用負担に備

え、過去の交換実績率に基づいて計上

しております。 

④ レンズ交換引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が、借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引に関しては、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

 なお、金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

ただし、金利スワップについて、特

例処理の要件を満たすものについて

は、特例処理を採用しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…クーポンスワップ 

為替予約 

金利スワップ 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

金利スワップ 

 ヘッジ対象…商品輸入による外貨建

買入債務及び外貨建予

定取引 

借入金の利息 

ヘッジ対象…商品輸入による外貨建

買入債務及び外貨建予

定取引 

借入金の利息 

 ③ ヘッジ方針 

 主に当社の内部規程である「社内管

理規程」に基づき、外貨建金銭債権債

務の残高（予定取引を含む）の範囲内

で、その為替相場の変動リスクをヘッ

ジしております。 

 また、借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引を行っ

ております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジの有効性評価はヘッジ開始時

から有効性判定時点までの期間におい

てヘッジ対象とヘッジ手段それぞれの

相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計を比較して、ヘッジの有効性を

評価しております。 

 また、金利変動に関するヘッジにつ

いては、金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため有効性の判定を

省略しております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジの有効性評価はヘッジ開始時

から有効性判定時点までの期間におい

てヘッジ対象とヘッジ手段それぞれの

相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計を比較して、ヘッジの有効性を

評価しております。 

 ただし、特例処理によっている金利

スワップについては、有効性の評価を

省略しております。 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６ のれんの償却に関する事

項 

――――――― のれんの償却については、５年間で均

等償却しております。 

７ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間で均等償却しております。 

――――――― 

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分に

基づいて作成しております。 

――――――― 

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない短期投

資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

――――――― （固定資産の減損に係る会計基準等） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。 

これにより税金等調整前当期純損失が342,391千円増

加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は

2,775,279千円であります。 

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結貸借対照表の純資産の部については、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

         ――――――― 

  

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度において「連結調整勘定」として表

示していたもの、及び無形固定資産の「その他」に含

まれていた「営業権」は、当連結会計年度から「のれ

ん」として表示する方法に変更しております。 

なお、前連結会計年度末において、営業権は、連結

貸借対照表の無形固定資産「その他」に840千円含まれ

ております。 

前連結会計年度において繰延資産の内訳として表示

していた「新株発行費」は当連結会計年度より「株式

交付費」として表示する方法に変更しております。 

         ――――――― 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

当連結会計年度より、連結調整勘定及び営業権を

「のれん」として表示したことに伴い、「連結調整勘

定償却額」及び「減価償却費」に含まれていた営業権

償却額は「のれん償却額」として表示しております。 

なお、前連結会計年度の営業権償却額は420千円であ

ります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券（株式） 10,000千円 投資有価証券（株式） 10,000千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額  2,190,640千円 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額  2,463,783千円 

※３        ――――――― ※３ 期末日満期手形の処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。 

なお、当連結会計年度末が金融機関の休日であっ

たため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれ

ております。 

 受取手形             13,490千円 

※４ 発行済株式総数   普通株式   9,561,240株 ※４        ――――――― 

※５ 自己株式の保有数 

 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

※５        ――――――― 

普通株式 67,591株  

 ６ 当社は設備投資に係る資金調達を迅速かつ効率的

に行うため、４金融機関とシンジケートローン契約

を締結しております。当該契約に基づく当連結会計

年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

 ６ 当社は設備投資に係る資金調達を迅速かつ効率的

に行うため、４金融機関とシンジケートローン契約

及び２金融機関とタームローン契約を締結しており

ます。当該契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

シンジケートローン極度額の

総額 
1,200,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 1,200,000千円

シンジケートローン極度額の

総額 
2,000,000千円

タームローン極度額の総額 1,500,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 3,000,000千円



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

広告宣伝費 1,703,479千円

給与手当 3,291,666千円

賞与引当金繰入額 90,923千円

退職給付費用 106,345千円

賃借料 1,194,850千円

広告宣伝費 1,244,559千円

給与手当 3,584,277千円

賞与引当金繰入額 69,676千円

退職給付費用 91,829千円

賃借料 1,334,072千円

貸倒引当金繰入額 12,235千円

※２        ―――――― ※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

工具器具及び備品 429千円

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 144,477千円

工具器具及び備品 6,814千円

その他（構築物） 9,486千円

ソフトウェア 14,500千円

現状回復工事 63,097千円

計 238,375千円

建物 28,738千円

工具器具及び備品 4,317千円

その他（構築物） 177千円

現状回復工事 56,496千円

計 89,730千円

※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

建物 1,174千円

その他（車両） 144千円

計 1,319千円

建物 2,756千円

その他（車両） 133千円

計 2,890千円

※５        ―――――― ※５ 減損損失 

 当社グループは、以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

当社グループの資産のグルーピングの方法は、キャ

ッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本

単位とし、個別にグルーピングしております。継続し

て営業損失が発生している店舗について、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しております。 

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売

却価額により算定しており、店舗設備については、閉

鎖後廃棄を予定しているため、原則として正味売却価

額を零として評価しております。  

用途 種類 件数 場所 

 店舗設備 建物 ３件 北海道・東北

 店舗設備 建物 12件 関東 

 店舗設備 建物 １件 北陸 

 店舗設備 建物 14件 中部 

 店舗設備 建物 ４件 関西 

 店舗設備 建物 ３件 中四国 

 店舗設備 建物 １件 九州 

 店舗設備 その他  ９件 ― 

 その他 建物 ２件 ― 

 減損損失の内訳 

種類 金額 

建物  334,124千円 

その他 8,267千円 

合計 342,391千円 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （変動事由の概要） 

 ・発行済株式数 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 新株予約権の行使による増加   230,360株 

 ・自己株式 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 定款の定めによる取締役会決議による買受けによる増加   17,200株 

   単元未満株式の買取による増加   240株 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 9,561,240 230,360 ― 9,791,600 

合計 9,561,240 230,360 ― 9,791,600 

自己株式         

普通株式 67,591 17,440 ― 85,031 

合計 67,591 17,440 ― 85,031 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 123,417 13 平成17年12月31日 平成18年３月30日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年２月27日 

取締役会 
普通株式 67,945  利益剰余金 7 平成18年12月31日 平成19年３月29日

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日） （平成18年12月31日） 

現金及び預金勘定 3,612,903千円

現金及び現金同等物 3,612,903千円

現金及び預金勘定 3,490,151千円

現金及び現金同等物 3,490,151千円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  工具器具及び備品 

取得価額相当額（千
円） 

522,338 

減価償却累計額相当額 
（千円） 

384,515 

期末残高相当額（千
円） 

137,822 

工具器具及び備品 

取得価額相当額（千
円） 

339,565

減価償却累計額相当額 
（千円） 

286,384

期末残高相当額（千
円） 

53,181

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 104,076千円

１年超 44,252千円

合計 148,329千円

１年以内 44,000千円

１年超 10,964千円

合計 54,964千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 118,115千円

減価償却費相当額 108,013千円

支払利息相当額 6,151千円

支払リース料 107,511千円

減価償却費相当額 98,773千円

支払利息相当額 2,917千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分について

は利息法によっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年以内 2,075千円

１年超 3,977千円

合計 6,052千円

１年以内 1,976千円

１年超 1,811千円

合計 3,788千円



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
            

(1）株式 140,719 261,938 121,218 117,295 195,882 78,586 

(2）債券 ― ― ― ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 140,719 261,938 121,218 117,295 195,882 78,586 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 
            

(1）株式 ― ― ― 23,424 23,250 △174 

(2）債券 ― ― ― ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 ― ― ― 23,424 23,250 △174 

合計 140,719 261,938 121,218 140,719 219,132 78,412 

区分 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

売却額（千円） 57,630 ― 

売却益の合計額（千円） 40,815 ― 

売却損の合計額（千円） ― ― 

区分 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券     

非上場株式 15,303 15,303 

合計 15,303 15,303 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 デリバティブ取引は、全てヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 デリバティブ取引は、全てヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(1）取引の内容及び利用目的等 

 提出会社は、クーポンスワップ、為替予約及び金利

スワップ取引を利用しております。 

 ヘッジ手段、ヘッジ対象等については、「連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項」４(5）に記

載しているため省略しております。 

(1）取引の内容及び利用目的等 

 提出会社は、為替予約及び金利スワップ取引を利用

しております。 

ヘッジ手段、ヘッジ対象等については、「連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項」４(5）に記

載しているため省略しております。 

(2）取引に対する基本方針 

 提出会社は、通貨関連のデリバティブ取引について

は、外貨建金銭債権債務の残高（予定取引を含む）の

範囲内で、その為替相場の変動リスクを回避する目的

で利用しており、投機目的のデリバティブ取引は行わ

ない方針であります。 

 また、金利関連のデリバティブ取引については、現

在、変動金利を固定金利に変換する目的で金利スワッ

プを利用しているのみであり、投機目的のデリバティ

ブ取引は行わない方針であります。 

(2）取引に対する基本方針 

同左 

(3）取引に係るリスクの内容 

 提出会社が利用しているクーポンスワップ及び為替

予約取引は、為替相場の変動によるリスク、金利スワ

ップ取引においては、市場金利の変動によるリスクを

有しております。 

 なお、提出会社のデリバティブ取引の契約先は、信

用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履

行によるリスクはほとんどないと判断しております。 

(3）取引に係るリスクの内容 

 提出会社が利用している為替予約取引は、為替相場

の変動によるリスク、金利スワップ取引においては、

市場金利の変動によるリスクを有しております。 

 なお、提出会社のデリバティブ取引の契約先は、信

用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履

行によるリスクはほとんどないと判断しております。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引は、上記の範囲内に限定して財務

部が行っております。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度、厚生年金基金制度及び退職一

時金制度を設けております。ただし、一部の国内連結

子会社については、確定拠出型の制度である中小企業

退職金共済制度に加入しており、同制度からの支給額

を控除した金額を退職一時金として支給しておりま

す。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度、厚生年金基金制度及び退職一

時金制度を設けております。ただし、一部の国内連結

子会社については、確定拠出型の制度である中小企業

退職金共済制度に加入しており、同制度からの支給額

を控除した金額を退職一時金として支給しておりま

す。 

２ 退職給付債務に関する事項（平成17年12月31日） ２ 退職給付債務に関する事項（平成18年12月31日） 

①退職給付債務 △375,240千円

②年金資産の額 270,168千円

③ 小計（①＋②） △105,071千円

④会計基準変更時差異の未処理額 36,987千円

⑤未認識数理計算上の差異 △21,389千円

⑥未認識年金資産 △83,953千円

⑦未認識過去勤務債務 19,061千円

⑧ 合計（③＋④＋⑤＋⑥＋⑦） △154,365千円

⑨前払年金費用 88,039千円

⑩退職給付引当金（⑧－⑨） △242,404千円

①退職給付債務 △437,589千円

②年金資産の額 330,621千円

③ 小計（①＋②） △106,967千円

④会計基準変更時差異の未処理額 33,289千円

⑤未認識数理計算上の差異 △113,271千円

⑥未認識過去勤務債務 15,884千円

⑦ 合計（③＋④＋⑤＋⑥） △171,064千円

⑧前払年金費用 125,791千円

⑨退職給付引当金（⑦－⑧） △296,856千円

（注）１ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を使用しております。 

２ 上記内訳には、総合設立の厚生年金基金の

年金資産残高額340,210千円（掛金割合で算

出）は含めておりません。 

（注）１ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を使用しております。 

２ 上記内訳には、総合設立の厚生年金基金の

年金資産残高額85,802千円（掛金割合で算

出）は含めておりません。 

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 98,667千円

②利息費用 6,373千円

③期待運用収益 △4,007千円

④過去勤務債務の費用処理額 3,176千円

⑤会計基準変更時差異の費用処理額 3,698千円

⑥数理計算上の差異の費用処理額 △1,562千円

⑦退職給付費用 

（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥） 
106,345千円

①勤務費用 93,899千円

②利息費用 7,460千円

③期待運用収益 △5,403千円

④過去勤務債務の費用処理額 3,176千円

⑤会計基準変更時差異の費用処理額 3,698千円

⑥数理計算上の差異の費用処理額 △11,002千円

⑦退職給付費用 

（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥） 
91,829千円

（注） 総合設立の厚生年金基金への拠出金及び簡便

法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、「①勤務費用」に計上しております。 

（注） 総合設立の厚生年金基金への拠出金及び簡便

法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、「①勤務費用」に計上しております。 

 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

(注) 株式数に換算して記載しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.00％

③期待運用収益率 2.00％

④過去勤務債務の額の処理年数 10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法によっております。） 

⑤数理計算上の差異の処理年数 10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法によっております。） 

⑥会計基準変更時差異の処理年数 15年

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.00％

③期待運用収益率 2.00％

④過去勤務債務の額の処理年数 10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法によっております。） 

⑤数理計算上の差異の処理年数 10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法によっております。） 

⑥会計基準変更時差異の処理年数 15年

  
平成11年 

ストック・オプション 
平成13年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
当社取締役   ６名 

当社従業員   11名 
当社従業員    103名 

当社監査役    ３名 

当社執行役員   11名 

当社従業員    263名 

当社子会社取締役 １名 

当社子会社従業員 １名 

ストック・オプション数 普通株式  223,300株 普通株式   207,900株 普通株式   519,000株 

付与日 平成11年７月16日 平成13年３月29日 平成18年３月31日 

権利確定条件 

取締役は任期満了により退

任した場合、就業時におけ

る事故等を事由として退職

した場合、従業員が会社都

合により解雇された場合を

除き、取締役又は従業員の

地位を喪失したとき新株引

受権を喪失する。 

対象者として新株引受権を

付与された者は、新株引受

権行使時においても、当社

の取締役又は従業員である

ことを要する。ただし、取

締役が任期満了により退任

した場合、就業時における

事故等を事由として退職し

た場合、従業員が会社都合

により解雇された場合を除

く。 

本新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても、当社およびグループ

会社の従業員、取締役、監

査役および執行役員の地位

にあることを要す。 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあり

ません。 
      同左      同左 

権利行使期間 
平成15年１月１日～ 

平成18年12月31日 

平成15年４月１日～ 

平成18年３月31日 

平成21年１月１日～ 

平成21年12月31日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

    
平成11年 

ストック・オプション 
平成13年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前 （株）       

前連結会計年度末   ― ― ― 

付与   ― ― 519,000 

失効   ― ― 33,000 

権利確定   ― ― ― 

未確定残   ― ― 486,000 

権利確定後 （株）       

前連結会計年度末   158,640 84,920 ― 

権利確定   ― ― ― 

権利行使   158,420 71,940 ― 

失効   220 12,980 ― 

未行使残   ― ― ― 

   
平成11年 

ストック・オプション 
平成13年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 195 455 1,266 

行使時平均株価 （円） 1,140 1,308 ― 

公正な評価単価（付与日） （円） ― ― ― 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

レンズ交換引当金損金不算入額 754千円

商品評価損否認 3,937千円

未払事業税 15,286千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 10,914千円

賞与引当金損金算入限度超過額 35,571千円

未実現利益 8,650千円

流動資産小計 75,115千円

評価性引当額 △4,690千円

流動資産合計 70,425千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 60,698千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 10,191千円

その他 2,267千円

固定資産小計 73,157千円

評価性引当額 △10,393千円

固定資産合計 62,764千円

繰延税金資産合計 133,189千円

   

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △48,875千円

固定負債合計 △48,875千円

繰延税金負債合計 △48,875千円

差引：繰延税金資産純額 84,314千円

（繰延税金資産）  

レンズ交換引当金損金不算入額 196千円

未払事業税 15,508千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 87,268千円

賞与引当金損金算入限度超過額 28,158千円

未実現利益 10,305千円

その他 3,383千円

流動資産小計 144,819千円

評価性引当額 △87,746千円

流動資産合計 57,073千円

減損損失否認額 111,229千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 68,973千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 25,799千円

税務上の繰越欠損金 30,460千円

その他 809千円

固定資産小計 237,272千円

評価性引当額 △52,095千円

固定資産合計 185,176千円

繰延税金資産合計 242,249千円

   

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △31,615千円

固定負債合計 △31,615千円

繰延税金負債合計 △31,615千円

差引：繰延税金資産純額 210,634千円

（注） 繰延税金資産の算定に当たり繰延税金資産か

ら控除された金額は72,792千円であります。 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.3％

（調整）  

交際費等永久に損金算入されない項目 2.5％

住民税均等割 10.6％

情報通信機器等の取得による税額控除 △5.2％

税効果を計上していない子会社の損失 1.7％

税効果を計上していない子会社の利益 △3.2％

連結調整勘定償却額 8.3％

評価性引当額 2.9％

その他 △0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 57.2％

税金等調整前当期純損失を計上したため、該当の記

載は行っておりません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占めるコンタクトレンズ

及びケア用品並びに眼鏡等の販売に係る事業の割合がいずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメントの

情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占めるコンタクトレンズ

及びケア用品並びに眼鏡等の販売に係る事業の割合がいずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメントの

情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額の

90％を超えておりますので、その記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額の

90％を超えておりますので、その記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 役員及び個人主要株主等 

 （注）１ 上記金額のうち、「取引金額」は消費税等を含まず、「期末残高」は消費税等を含めて表示しております。

２ 当社代表取締役社長 長村隆司及びその近親者が議決権の100％を直接所有しております。 

３ 平成17年12月31日付にて、当社と有限会社ティー・ケイ・エヌとの取引を全て解消しております。損害保険

代理店業務については、連結子会社㈱ノプトサービスが行うこととし、福利厚生施設の運営については自社

にて行うことといたしました。 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 提出会社は、執行役員規程に基づき、矢野幸次以下５名の執行役員に対しては、借上社宅の賃貸取引を行ってお

ります。なお、当社は借上賃貸料と同額の社宅使用料を各執行役員より受入れております。 

 有限会社ティー・ケイ・エヌは、提出会社との間で建物・商品等についての損害保険契約の代理業務を行なって

おり、保険料率その他の付保条件については、一般ユーザーと同様の条件によっております。 

 福利厚生施設（飲食施設）の運営については、施設の運営に必要な人件費相当額を基礎として業務委託料を支払

い、賃借料相当額を施設使用料として受取っております。また、平成17年12月31日付にて取引を解消したことにと

もない、飲食施設の機器及び消耗品等を残存価額を見積り買い取っております。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
被所有割合 
（％） 

関係内容 

取引内容 
取引金
額 
（千円） 

科目 
期末残
高 
（千円）

役員の
兼任等 

事業上
の関係 

執行役員 矢野 幸次 ― ― ― 0.4 ― ― 

営業取引

以外の取

引 

社宅使用

料の受入

れ 

1,489 ― ― 

執行役員 永易 幹章 ― ― ― 0.5 ― ― 

営業取引

以外の取

引 

社宅使用

料の受入

れ 

2,495 ― ― 

執行役員 日暮  弘 ― ― ― 0.3 ― ― 

営業取引

以外の取

引 

社宅使用

料の受入

れ 

1,431 ― ― 

執行役員 川本 敏志 ― ― ― 0.2 ― ― 

営業取引

以外の取

引 

社宅使用

料の受入

れ 

962 ― ― 

執行役員 伊藤 修章 ― ― ― 0.2 ― ― 

営業取引

以外の取

引 

社宅使用

料の受入

れ 

505 ― ― 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 

有限会社

ティー・

ケイ・エ

ヌ 

（注）2.3 

愛知県 

岡崎市 
3,000 

損害保険

代理業 
19.5 

兼任 

1名 

損害保

険契約

代理業

務 

営業取引 
損害保険

料の支払 
18,743 ― ― 

福利厚

生施設

の運営

業務 

営業取引

以外の取

引 

施設運営

業務委託

料の支払 

3,568 未払金 346 

機器等の

購入 
1,012 未払金 1,063 

施設使用

料の受入 
1,047 

未収入

金 
100 



当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 役員及び個人主要株主等 

 （注）１ 上記金額のうち、「取引金額」は消費税等を含まず、「期末残高」は消費税等を含めて表示しております。

２ 樋口政憲は平成18年７月11日付けで執行役員を退任しており、取引金額については平成18年７月までの金額

を記載しております。 

３ 竹村 純は平成18年12月31日付けで執行役員を退任しております。 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 提出会社は、執行役員規程に基づき、矢野幸次以下６名の執行役員に対しては、借上社宅の賃貸取引を行ってお

ります。なお、当社は借上賃貸料と同額の社宅使用料を各執行役員より受入れております。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
被所有割合 
（％） 

関係内容 

取引内容 
取引金
額 
（千円） 

科目 
期末残
高 
（千円）

役員の
兼任等 

事業上
の関係 

執行役員 矢野 幸次 ― ― ― 0.5 ― ― 

営業取引

以外の取

引 

社宅使用

料の受入

れ 

1,411 ― ― 

執行役員 永易 幹章 ― ― ― 0.5 ― ― 

営業取引

以外の取

引 

社宅使用

料の受入

れ 

2,372 ― ― 

執行役員 日暮  弘 ― ― ― 0.3 ― ― 

営業取引

以外の取

引 

社宅使用

料の受入

れ 

1,356 ― ― 

執行役員 川本 敏志 ― ― ― 0.2 ― ― 

営業取引

以外の取

引 

社宅使用

料の受入

れ 

1,282 ― ― 

執行役員 伊藤 修章 ― ― ― 0.3 ― ― 

営業取引

以外の取

引 

社宅使用

料の受入

れ 

1,782 ― ― 

執行役員 
樋口 政憲 

（注）２ 
― ― ― 0.1 ― ― 

営業取引

以外の取

引 

社宅使用

料の受入

れ 

340 ― ― 

執行役員 
竹村 純 

（注）３ 
― ― ― ― ― ― 

営業取引

以外の取

引 

社宅使用

料の受入

れ 

1,353 ― ― 



（１株当たり情報） 

 （注）１. 「１株当たり当期純利益」、「１株当たり当期純損失」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額          329円65銭 １株当たり純資産額          285円83銭 

１株当たり当期純利益          26円54銭 １株当たり当期純損失(△)       △26円22銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   25円95銭 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△)     

当期純利益又は当期純損失(△)（千円） 226,056 △251,421 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

（うち利益処分による役員賞与金） （   ―） （   ―） 

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失(△)（千円） 
226,056 △251,421 

普通株式の期中平均株式数（株） 8,517,344 9,589,970 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（千円） ― ― 

普通株式増加数（株） 195,307 ― 

（うち新株予約権（株）） （ 195,307） （   ―） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

― 

平成18年３月29日定時株主総会決

議の新株予約権 

 普通株式     486,000株 

  
前連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

純資産の部の合計額（千円） ― 2,774,402 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（千円） 
― ― 

普通株式に係る期末の純資産額（千円） ― 2,774,402 

期末の普通株式の数（株） ― 9,706,569 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１ 「当期末残高」欄の（内書）は、１年内償還予定の金額であります。 

２ 連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額の総額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

㈱日本オプティカル 第１回無担保社債 
平成14年 

３月27日 

220,000 

(80,000)

140,000 

(80,000)
0.62 無担保社債 

平成20年 

３月27日 

㈱日本オプティカル 第２回無担保社債 
平成18年 

９月29日 

― 

( ―)

500,000 

(100,000)
0.60 無担保社債 

平成23年 

９月29日 

合計 ― ― 
220,000 

(80,000)

640,000 

(180,000)
― ― ― 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

180,000 160,000 100,000 100,000 100,000 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 300,000 100,000 1.50 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,478,926 1,793,395 1.71 ― 

長期借入金 

（１年以内に返済予定のものを除く） 
3,277,137 4,205,482 1.72 平成20年～平成23年 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 5,056,063 6,098,877 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 1,598,744 1,219,006 802,804 584,928 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  2,285,892 2,420,307 

２ 受取手形 ※３ ― 24,894 

３ 売掛金 ※１ 1,441,033 1,327,669 

４ 商品  1,686,858 2,186,544 

５ 貯蔵品  38,563 62,282 

６ 前渡金  4,230 2,150 

７ 前払費用  117,862 125,048 

８ 未収入金 ※１ ― 264,691 

９ 繰延税金資産  45,510 42,934 

10 その他 ※１ 109,162 7,761 

貸倒引当金  △19,628 △66,356 

流動資産合計  5,709,485 48.5 6,397,928 50.0

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※２   

(1）建物  1,290,198 1,148,384 

(2）構築物  47,785 38,194 

(3）車両運搬具  6,334 3,844 

(4）工具器具及び備品  430,491 509,059 

有形固定資産合計  1,774,809 15.0 1,699,483 13.3

２ 無形固定資産    

(1）特許権  2,798 4,425 

(2）商標権  6,773 7,455 

(3）意匠権  284 540 

(4）ソフトウエア  274,087 243,598 

(5）ソフトウエア仮勘定  ― 321,653 

(6）その他  127,462 19,859 

無形固定資産合計  411,407 3.5 597,534 4.7

 



   
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券  277,241 234,435 

(2）関係会社株式  2,453,739 2,421,821 

(3）出資金  682 682 

(4）長期貸付金  1,365 405 

(5）破産更生債権等  1,442 ― 

(6）長期前払費用  77,904 52,100 

(7）繰延税金資産  78,089 141,761 

(8）敷金・保証金  770,854 961,376 

(9）その他  238,170 327,533 

貸倒引当金  △25,998 △53,158 

投資その他の資産合計  3,873,490 32.9 4,086,957 31.9

固定資産合計  6,059,708 51.4 6,383,975 49.9

Ⅲ 繰延資産    

１ 新株発行費  8,304 ― 

２ 株式交付費   ― 4,152 

３ 社債発行費  ― 11,097 

繰延資産合計  8,304 0.1 15,249 0.1

資産合計  11,777,498 100.0 12,797,153 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形  886,442 824,654 

２ 買掛金 ※１ 957,045 672,204 

３ 短期借入金 ※１ 300,000 300,000 

４ １年以内返済予定長期
借入金 

 1,394,116 1,639,306 

５ １年以内償還予定社債  80,000 180,000 

６ 未払金 ※１ 410,874 521,556 

７ 未払費用 ※１ 241,792 294,210 

８ 未払法人税等  75,653 174,632 

９ 未払消費税等  46,852 37,296 

10 前受金  248,703 254,970 

11 預り金  90,970 98,220 

12 賞与引当金  76,750 60,631 

13 レンズ交換引当金  1,871 487 

14 設備支払手形  101,280 ― 

15 その他  804 2,484 

流動負債合計  4,913,156 41.7 5,060,654 39.5

Ⅱ 固定負債    

１ 社債  140,000 460,000 

２ 長期借入金  3,182,908 3,783,602 

３ 長期未払金  14,922 ― 

４ 退職給付引当金  240,167 296,856 

５ 受入保証金  32,000 28,000 

固定負債合計  3,609,998 30.7 4,568,458 35.7

負債合計  8,523,154 72.4 9,629,112 75.2

 



  
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※４ 939,402 8.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金 909,552 ―   

２ その他資本剰余金   

(1）自己株式処分差益 40,992 ―   

資本剰余金合計 950,545 8.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金 9,514 ―   

２ 当期未処分利益 1,316,221 ―   

利益剰余金合計 1,325,735 11.2 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

72,343 0.6 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※５ △33,683 △0.3 ― ―

資本合計 3,254,343 27.6 ― ―

負債・資本合計 11,777,498 100.0 ― ― 

    

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１ 資本金 ― ― 971,330 7.6

２ 資本剰余金   

(1）資本準備金 ― 949,776   

(2）その他資本剰余金 ― 40,992   

資本剰余金合計 ― ― 990,769 7.7

３ 利益剰余金   

(1）利益準備金 ― 9,514   

(2）その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 ― 1,204,080   

利益剰余金合計 ― ― 1,213,595 9.5

４ 自己株式 ― ― △53,572 △0.4

株主資本合計 ― ― 3,122,121 24.4

Ⅱ 評価・換算差額等   

１ その他有価証券評価差
額金 

― ― 46,796 0.4

２ 繰延ヘッジ損益 ― ― △877 △0.0

評価・換算差額等合計 ― ― 45,919 0.4

純資産合計 ― ― 3,168,041 24.8

負債純資産合計 ― ― 12,797,153 100.0

    



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 17,403,479 100.0 17,957,145 100.0 

Ⅱ 売上原価   

１ 商品売上原価   

(1）期首商品たな卸高 1,449,621 1,686,858   

(2）合併による商品受入
高 

― 42,223   

(3）当期商品仕入高 8,050,495 8,059,775   

小計 9,500,116 9,788,857   

(4）期末商品たな卸高 1,686,858 2,186,544   

(5）レンズ交換引当金戻
入額 

3,834 1,383   

合計 7,809,423 7,600,929   

２ その他売上原価 123,544 7,932,968 45.6 113,408 7,714,338 43.0

売上総利益 9,470,511 54.4 10,242,807 57.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 8,868,511 50.9 9,740,715 54.2

営業利益 601,999 3.5 502,092 2.8

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息 180 775   

２ 受取配当金   5,515 3,359   

３ 協賛金 46,231 154,755   

４ 受取事務手数料 ※１ 64,200 128,400   

５ その他 ※１ 28,367 144,495 0.8 16,179 303,470 1.7

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息 86,722 97,906   

２ 社債発行費償却 ― 792   

３ 新株発行費償却 4,152 ―   

４ 株式交付費償却 ― 4,152   

５ 営業外支払手数料 21,194 46,252   

６ その他 3,661 115,730 0.7 2,452 151,556 0.9

経常利益 630,764 3.6 654,006 3.6

 



   
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※３ ― 429   

２ 投資有価証券売却益  40,815 ―   

３ 関係会社株式売却益  8,870 ―   

４ 貸倒引当金戻入益  22,991 446   

５ 償却債権取立益  ― 111   

６ その他  298 72,976 0.4 ― 987 0.0

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※４ 194,040 54,399   

２ 固定資産売却損 ※５ 1,174 2,890   

３ 減損損失 ※６ ― 311,429   

４ 貸倒引当金繰入額   ― 60,534   

５ その他  34,196 229,411 1.3 14,890 444,144 2.4

税引前当期純利益  474,328 2.7 210,849 1.2

法人税、住民税及び事
業税 

 204,466 259,293   

法人税等調整額  37,292 241,758 1.4 △43,244 216,048 1.2

当期純利益又は当期純
損失(△) 

 232,569 1.3 △5,199 △0.0

前期繰越利益  1,083,651 ― 

当期未処分利益  1,316,221 ― 

     



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

 （注） 日付は株主総会承認年月日であります。 

  
前事業年度 

（平成18年３月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益 1,316,221 

Ⅱ 利益処分額 

１ 配当金 123,417 

２ 役員賞与金 ― 

（うち監査役賞与金） (―) 123,417 

Ⅲ 次期繰越利益 1,192,803 

  



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 資本準備

金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益
剰余金 

利益剰余
金合計 

繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 残高 
（千円） 

939,402 909,552 40,992 950,545 9,514 1,316,221 1,325,735 △33,683 3,182,000

事業年度中の変動額       

新株の発行 31,927 31,697 ― 31,697 ― ― ― ― 63,624

剰余金の配当 ― ― ― ― ― △123,417 △123,417 ― △123,417

当期純損失（△） ― ― ― ― ― △5,199 △5,199 ― △5,199

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △19,889 △19,889

合併による増加 ― 8,526 ― 8,526 ― 16,476 16,476 ― 25,003

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

31,927 40,223 ― 40,223 ― △112,140 △112,140 △19,889 △59,878

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

971,330 949,776 40,992 990,769 9,514 1,204,080 1,213,595 △53,572 3,122,121

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額
金 

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

平成17年12月31日 残高 
（千円） 

72,343 ― 72,343 3,254,343

事業年度中の変動額    

新株の発行 ― ― ― 63,624

剰余金の配当 ― ― ― △123,417

当期純損失（△） ― ― ― △5,199

自己株式の処分 ― ― ― △19,889

合併による増加 ― ― ― 25,003

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△25,546 △877 △26,423 △26,423

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△25,546 △877 △26,423 △86,302

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

46,796 △877 45,919 3,168,041



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法 

（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平

均法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法 

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均

法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

移動平均法による原価法 

(1）商品 

同左 

 (2）貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2）貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、建物（建物附属設備は除

く）については定額法によっており

ます。 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウエアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

 商法施行規則の規定による均等償却

（３年） 

(1）株式交付費 

旧商法施行規則の規定による均等償

却（３年） 

 (2）    ――――――― (2）社債発行費 

償還期限に対応して定額法により償

却しております。 

５ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え、一

般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額のうち当期

の期間対応額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差異（55,481

千円）については、15年による按分額

を費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

事業年度から費用処理することとして

おります。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

なお、会計基準変更時差異（55,481

千円）については、15年による按分額

を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

事業年度から費用処理することとして

おります。 

(会計方針の変更) 

当事業年度より「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正」（企業会計基

準第３号 平成17年３月16日）及び

「「退職給付に係る会計基準」の一部

改正に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第７号 平成17年３月16

日）を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は8,395千円増加し

ております。 

 (4）レンズ交換引当金 

 レンズのリフレッシュシステムによ

り生じるレンズ交換の費用負担に備

え、過去の交換実績率に基づいて計上

しております。 

(4）レンズ交換引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が、借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引に関しては、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

７ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

 なお、金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

ただし、金利スワップについて、特

例処理の要件を満たすものについて

は、特例処理を採用しております。 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…クーポンスワップ 

為替予約 

金利スワップ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

金利スワップ 

  

 ヘッジ対象…商品輸入による外貨建

買入債務及び外貨建予

定取引 

借入金の利息 

ヘッジ対象…商品輸入による外貨建

買入債務及び外貨建予

定取引 

借入金の利息 

 (3）ヘッジ方針 

 主に当社の内部規程である「社内管

理規程」に基づき、外貨建金銭債権債

務の残高（予定取引を含む）の範囲内

で、その為替相場の変動リスクをヘッ

ジしております。 

 また、借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引を行っ

ております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジの有効性評価はヘッジ開始時

から有効性判定時点までの期間におい

てヘッジ対象とヘッジ手段それぞれの

相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計を比較して、ヘッジの有効性を

評価しております。 

 また、金利変動に関するヘッジにつ

いては、金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため有効性の判定を

省略しております。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジの有効性評価はヘッジ開始時

から有効性判定時点までの期間におい

てヘッジ対象とヘッジ手段それぞれの

相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計を比較して、ヘッジの有効性を

評価しております。 

ただし、特例処理によっている金利

スワップについては、有効性の評価を

省略しております。 

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

――――――― （固定資産の減損に係る会計基準等） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。 

これにより税引前当期純利益が311,429千円減少して

おります。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

おります。 

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は

3,168,918千円であります。 

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

――――――― （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

当事業年度から、「繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11

日実務対応報告第19号）を適用しております。 

これに伴い、前事業年度以前に発生した新株発行費

は、支出時より３年間で均等償却しておりましたが、

当事業年度に発生した株式交付費より、企業規模の拡

大のためにする資金調達などの財務活動に係る費用以

外の株式交付費は、繰延資産に計上せず、支出時に費

用として処理しております。これによる損益への影響

は軽微であります。 

また、前事業年度以前に発行した社債に係る社債発

行費は、支出時より３年間で均等償却しておりました

が、当事業年度に発行した社債より、償還までの期間

にわたり定額法により償却する方法に変更しておりま

す。この変更により、従来の方法によった場合と比較

し、経常利益及び税引前当期純利益は3,170千円増加し

ております。 



（表示方法の変更） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

―――――― （貸借対照表） 

前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました「未収入金」及び固定資産の無形固定

資産の「その他」に含めて表示しておりました「ソフ

トウエア仮勘定」については当事業年度において、資

産の総額の100分の１を超えたため区分掲記いたしまし

た。 

なお、前事業年度末の「未収入金」の金額は

105,156千円、「ソフトウエア仮勘定」の金額は

108,296千円であります。 

前事業年度において繰延資産の内訳として表示して

いた「新株発行費」は当事業年度より「株式交付費」

として表示する方法に変更しております。 

  

―――――― （損益計算書） 

前事業年度まで特別利益の「その他」に含めて表示

しておりました「償却債権取立益」は、特別利益の100

分の10を超えたために区分掲記いたしました。 

 なお、前事業年度における「償却債権取立益」の金

額は298千円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 
 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている
ものは、次のとおりであります。 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 
 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている
ものは、次のとおりであります。 

売掛金 114,129千円

流動資産の「その他」 51,930千円

流動資産  

売掛金 66,848千円

未収入金 78,495千円

流動負債  

買掛金 345千円

未払金 12,992千円

未払費用 6,028千円

短期借入金 300,000千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額  1,906,638千円 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額  2,224,133千円 

※３       ――――――― ※３ 期末日満期手形の処理については、手形交換日を
もって決済処理しております。 
なお、当事業年度末が金融機関の休日であったた
め、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれてお
ります。 

受取手形             13,490千円 

※４ 会社が発行する株式の総数 ※４       ――――――― 

普通株式 19,640,000株  

発行済株式の総数   

普通株式 9,561,240株  

※５ 自己株式の保有数 ※５       ――――――― 

普通株式 67,591株  

 ６ 偶発債務  ６ 偶発債務 

(1）関係会社のリース契約に対して、次のとおり債務

保証を行っております。 

(1）関係会社のリース契約に対して、次のとおり債務

保証を行っております。 

㈱ノプト 2,499千円

㈱ノプト西日本 6,622千円

計 9,122千円

㈱ノプト 5,810千円

(2）関係会社の金融機関等からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。 

(2）関係会社の金融機関等からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。 

㈱ノプトサービス 179,039千円 ㈱ノプトサービス 675,969千円

 ７ 当社は設備投資に係る資金調達を迅速かつ効率的

行うため、４金融機関とシンジケートローン契約を

締結しております。当該契約に基づく当事業年度末

の借入未実行残高は次のとおりであります。 

 ７ 当社は設備投資に係る資金調達を迅速かつ効率的

に行うため、４金融機関とシンジケートローン契約

及び２金融機関とタームローン契約を締結しており

ます。当該契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

シンジケートローン極度額の

総額 
1,200,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 1,200,000千円

シンジケートローン極度額の

総額 
2,000,000千円

タームローン極度額の総額 1,500,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 3,000,000千円

 ８ 配当制限 

 有価証券の時価評価により純資産額が72,343千円

増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当されることが制限されており

ます。 

 ８       ――――――― 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

受取配当金 2,250千円

受取事務手数料 64,200千円

営業外収益の「その他」 8,412千円

受取事務手数料 128,400千円

営業外収益の「その他」 3,280千円

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は以

下のとおりであります。 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は以

下のとおりであります。 

広告宣伝費 1,404,405千円

給与手当 2,746,025千円

賞与引当金繰入額 76,750千円

退職給付費用 81,290千円

減価償却費 425,069千円

賃借料 1,040,806千円

広告宣伝費 1,123,553千円

給与手当 3,191,436千円

賞与引当金繰入額 60,631千円

退職給付費用 78,784千円

減価償却費 454,014千円

賃借料 1,208,045千円

貸倒引当金繰入額 15,649千円

※３       ―――――― ※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

工具器具及び備品 429千円

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 130,545千円

構築物 738千円

工具器具及び備品 5,695千円

ソフトウェア 14,500千円

現状回復工事 42,561千円

計 194,040千円

建物 15,523千円

構築物 152千円

工具器具及び備品 2,128千円

現状回復工事 36,594千円

計 54,399千円

※５ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※５ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

建物 1,174千円 建物 2,756千円

車両運搬具 133千円

 計 2,890千円

 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （変動事由の概要） 

  自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 定款の定めによる取締役会決議による買受けによる増加   17,200株 

 単元未満株式の買取による増加   240株 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※６       ―――――― ※６ 減損損失 

 当社は以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。 
 

当社の資産のグルーピングの方法は、キャッシュ・

フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位と

し、個別にグルーピングしております。継続して営業

損失が発生している店舗について、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。 

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売

却価額により算定しており、店舗設備については、閉

鎖後廃棄を予定しているため、原則として正味売却価

額を零として評価しております。  

用途 種類 件数 場所 

 店舗設備 建物 12件 関東 

 店舗設備 建物 １件 北陸 

 店舗設備 建物 14件 中部 

 店舗設備 建物 ４件 関西 

 店舗設備 建物 ２件 中四国 

 店舗設備 建物 １件 九州 

 店舗設備 構築物 ６件 中部他 

 店舗設備 その他 ２件 中部  

 その他 建物 ２件 ― 

 減損損失の内訳 

種類 金額 

建物  303,215千円 

構築物 7,406千円 

その他 808千円 

合計 311,429千円 

  
前期末株式数 
（株） 

当期増加株式数 
（株） 

当期減少株式数 
（株） 

当期末株式数 
（株） 

自己株式         

普通株式 67,591 17,440 ― 85,031 

合計 67,591 17,440 ― 85,031 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年12月31日現在） 

 時価のある子会社株式及び関連会社株式は、所有しておりません。 

当事業年度（平成18年12月31日現在） 

 時価のある子会社株式及び関連会社株式は、所有しておりません。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  工具器具及び備品 

取得価額相当額（千
円） 

477,763 

減価償却累計額相当額 
（千円） 

353,047 

期末残高相当額（千
円） 

124,716 

工具器具及び備品 

取得価額相当額（千
円） 

335,300

減価償却累計額相当額 
（千円） 

284,891

期末残高相当額（千
円） 

50,409

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 96,301千円

１年超 38,158千円

合計 134,460千円

１年以内 43,157千円

１年超 8,934千円

合計 52,091千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 104,912千円

減価償却費相当額 96,776千円

支払利息相当額 5,292千円

支払リース料 104,323千円

減価償却費相当額 95,891千円

支払利息相当額 2,733千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分について

は利息法によっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年以内 2,075千円

１年超 3,977千円

合計 6,052千円

１年以内 1,976千円

１年超 1,811千円

合計 3,788千円



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

レンズ交換引当金損金不算入額 754千円

商品評価損否認 3,937千円

未払事業税 9,872千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 4,690千円

賞与引当金損金算入限度超過額 30,945千円

流動資産小計 50,200千円

評価性引当額 △4,690千円

流動資産合計 45,510千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 59,973千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 10,191千円

子会社株式評価損 64,925千円

その他 2,267千円

固定資産小計 137,358千円

評価性引当額 △10,393千円

固定資産合計 126,964千円

繰延税金資産合計 172,475千円

   

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △48,875千円

固定負債合計 △48,875千円

繰延税金負債合計 △48,875千円

差引：繰延税金資産純額 123,600千円

（繰延税金資産）  

レンズ交換引当金損金不算入額 196千円

未払事業税 14,908千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 11,447千円

賞与引当金損金算入限度超過額 24,446千円

その他 3,383千円

流動資産小計 54,382千円

評価性引当額 △11,447千円

流動資産合計 42,934千円

減損損失否認額 103,796千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 68,973千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 21,433千円

その他 809千円

固定資産小計 195,012千円

評価性引当額 △21,635千円

固定資産合計 173,377千円

繰延税金資産合計 216,312千円

   

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 △31,615千円

固定負債合計 △31,615千円

繰延税金負債合計 △31,615千円

差引：繰延税金資産純額 184,696千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.3％

（調整）  

交際費等永久に損金算入されない項目 2.5％

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目 
△0.2％

住民税均等割 11.0％

情報通信機器等の取得による税額控除 △5.8％

評価性引当額 3.2％

その他 △0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.0％

法定実効税率 40.3％

（調整）  

交際費等永久に損金算入されない項目 4.8％

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目 
△0.2％

住民税均等割 27.8％

情報通信機器等の取得による税額控除 △2.8％

評価性引当額 8.5％

子会社株式評価損 30.8％

合併により引継いだ繰越欠損金 △6.1％

その他 △0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 102.5％



（１株当たり情報） 

 （注）１. 「１株当たり当期純利益」、「１株当たり当期純損失」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額          342円79銭 １株当たり純資産額          326円38銭 

１株当たり当期純利益          27円27銭 １株当たり当期純損失(△)         △54銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   26円66銭 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△)     

当期純利益又は当期純損失(△)（千円） 232,569 △5,199 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

（うち利益処分による役員賞与金） （   ―） （   ―） 

普通株式に係る当期純利益 

又は当期純損失（△）（千円） 
232,569 △5,199 

普通株式の期中平均株式数（株） 8,528,813 9,589,970 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（千円） ― ― 

普通株式増加数（株） 195,307 ― 

（うち新株予約権（株）） （ 195,307） （   ―） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

― 

平成18年３月29日定時株主総会決

議の新株予約権 

普通株式      486,000株 

  
前事業年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

純資産の部の合計額（千円） ― 3,168,041 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（千円） 
― ― 

普通株式に係る期末の純資産額（千円） ― 3,168,041 

期末の普通株式の数（株） ― 9,706,569 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 当社は、平成17年11月９日開催の当社取締役会におい

て、当社の100％子会社である株式会社ノプト西日本と平

成17年11月９日付で合併契約を締結し、平成18年１月１

日にて簡易合併の手続により吸収合併を行いました。 

          ――――――― 

１ 合併の目的 

 株式会社ノプト西日本は、九州・沖縄地域への出店

によるシェア拡大を目的として、事業展開を行ってお

りましたが、当社グループの経営資源を集約し、組織

の簡略化と業務の効率化を図るため、同社を吸収合併

いたします。 

  

２ 合併期日 

平成18年１月１日 

  

３ 合併の形式 

 当社を存続会社とする吸収合併方式とし、株式会社

ノプト西日本は解散いたします。被合併会社は100％子

会社であり、合併手続きは商法第413条ノ３第１項に規

定する簡易合併の方法によっております。 

 合併による新株の発行及び資本金の増加は行いませ

ん。 

  

４ 財産の引継 

 株式会社ノプト西日本の平成17年12月31日現在の貸

借対照表を基礎とし、一切の資産、負債及び権利義務

を合併期日において当社に引き継ぐことといたしま

す。 

合併により引き継ぐ主な資産・負債の内訳 

流動資産 105,357千円 

固定資産  59,328千円 

流動負債  52,725千円 

固定負債   484千円 

  

５ 株式会社ノプト西日本の概要 

(1）事業の内容 

コンタクトレンズ及びケア用品並びに眼鏡等の販

売 

  

(2）直近の業績 

平成17年12月期 

売上高   484,902千円 

経常利益   35,620千円 

当期純利益  17,967千円 

総資産   164,685千円 

資本金    95,000千円 

従業員数     19人 

  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円） 

（投資有価証券）     

その他有価証券     

キムラユニティ株式会社 50,000 64,050 

株式会社メディカル一光 175 56,525 

中部飼料株式会社 55,000 45,485 

大成株式会社 31,000 23,250 

株式会社バリューＨＲ 500 15,303 

株式会社愛知銀行 1,119 14,972 

名工建設株式会社 12,100 8,228 

株式会社セントラルファイナンス 10,000 5,820 

日本アジア投資株式会社 1,000 712 

愛眼株式会社 100 90 

株式会社松阪街づくり公社 10 0 

計 161,004 234,435 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 「当期増加額」には、㈱ノプト西日本との合併による資産の取得、建物48,390千円、工具器具及び備品

4,617千円、その他694千円を含んでおります。 

     ２ 「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

     ３ 当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。 

建物 店舗内装設備  

 イオン浦和美園店       79,249千円   グラスコードイオン盛岡店   50,566千円 

 クラシティ半田店       25,200千円   ブライトガーデン明和店    22,900千円 

 金沢店            21,700千円   新安城店           20,286千円 

 名古屋エスカ店        19,890千円   ビーフラット成城コルティ店  19,078千円 

 奈良学園前店         18,500千円   松本店            17,500千円 

工具器具及び備品 

 通信機器、WEBモニター他     71,402千円   電話設備、ハイビジョンPDP他  15,604千円 

 経営情報分析サーバー      14,796千円 

ソフトウエア 

 物流・請求書発行システム   31,250千円   ネット販売システム       16,913千円 

 店舗モニタリングシステム    6,878千円 

ソフトウエア仮勘定 

 販売管理システム等      213,357千円 

４ 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

建物 店舗内装設備 

 半田店            23,132千円   Webエスカ店          18,069千円 

 名古屋店            14,507千円   聖蹟桜ヶ丘店          9,566千円 

 青葉台店            6,941千円   イオン浦和美園店       5,966千円 

ソフトウエア 

  償却終了による減少         291,540千円 

５ 当期償却額のうち104,616千円は、その他売上原価に含まれております。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末 
残高（千円） 

有形固定資産               

建物 2,438,679 463,762 
461,581 

 (303,215)
2,440,860 1,292,475 265,748 1,148,384 

構築物 94,971 4,572 
8,306 

 (7,406)
91,237 53,043 6,604 38,194 

車両運搬具 16,844 ― 842 16,001 12,156 1,876 3,844 

工具器具及び備品 1,130,953 284,670 
40,105 

 （808)
1,375,518 866,458 177,543 509,059 

有形固定資産計 3,681,448 753,005 
510,837 

 (311,429)
3,923,616 2,224,133 451,773 1,699,483 

無形固定資産               

特許権 3,883 2,253 ― 6,137 1,711 626 4,425 

商標権 8,948 1,642 ― 10,590 3,135 960 7,455 

意匠権 1,193 483 ― 1,676 1,135 226 540 

ソフトウエア 725,711 74,555 291,540 508,726 265,127 105,044 243,598 

ソフトウエア仮勘定 108,296 213,357 ― 321,653 ― ― 321,653 

その他 19,165 694 ― 19,859 ― ― 19,859 

無形固定資産計 867,200 292,984 291,540 868,644 271,109 106,857 597,534 

長期前払費用 139,348 17,937 43,574 113,711 61,611 20,271 52,100 

繰延資産               

株式交付費 12,457 ― ― 12,457 8,304 4,152 4,152 

社債発行費 ― 11,889 ― 11,889 792 792 11,097 

繰延資産計 12,457 11,889 ― 24,347 9,097 4,945 15,249 



【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額19千円及び個別引当の

対象としていた債権が回収されたことによる戻入額446千円であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 45,626 76,203 1,849 465 119,514 

賞与引当金 76,750 60,631 76,750 ― 60,631 

レンズ交換引当金 1,871 487 1,871 ― 487 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

相手先別明細 

 期日別内訳 

(注) 平成18年12月期日の受取手形金額は、全額期末日満期手形であります。  

区分 金額（千円） 

現金 75,683 

預金   

普通預金 1,104,955 

郵便貯金 24,992 

外貨預金 18,241 

別段預金 21,434 

定期預金 1,175,000 

計 2,344,624 

合計 2,420,307 

相手先  金額（千円） 

 ケイアンドティコーポレーション株式会社 24,894 

合計 24,894 

期日 金額（千円） 

平成18年12月 13,490 

平成19年１月 11,403 

合計 24,894 



③ 売掛金 

相手先別明細 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

④ 商品 

⑤ 貯蔵品 

相手先 金額（千円） 

医療法人メディカルユー 163,632 

ユーシーカード株式会社 108,920 

株式会社ジェーシービー 79,945 

株式会社ノプト 66,848 

株式会社メガネ流通センター 62,428 

その他 845,892 

合計 1,327,669 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,441,033 12,113,809 12,227,173 1,327,669 90.2 41.7 

品名 金額（千円） 

ノプト２Ｗｅｅｋｓ／メディアル 149,887 

ノプトＣＳ30タイプＦ 117,727 

ワンデイアキュビュー 104,673 

ＢＬメダリストワンデープラス 88,975 

デイリーズアクアバリューパック 80,913 

その他 1,644,366 

合計 2,186,544 

品名 金額（千円） 

システム関連機器 30,829 

パンフレット等販売促進消耗品 24,248 

制服等 3,103 

その他 4,101 

合計 62,282 



⑥ 関係会社株式 

⑦ 敷金・保証金 

⑧ 支払手形 

相手先別明細 

期日別内訳 

銘柄 金額（千円） 

株式会社ノプト 1,810,592 

株式会社ノプトサービス 450,000 

好瞳宝光学眼鏡商業（上海）有限公司 161,228 

合計 2,421,821 

相手先 金額（千円） 

イオン株式会社 152,058 

名古屋地下鉄振興株式会社 103,684 

大成建設株式会社 79,498 

日本社宅サービス株式会社 40,167 

ユニー株式会社 39,143 

その他 546,825 

合計 961,376 

相手先 金額（千円） 

チバビジョン株式会社 291,729 

ボシュロム・ジャパン株式会社 179,863 

株式会社エイコー 101,565 

株式会社大広 53,806 

株式会社山陽折込広告センター 33,734 

その他 163,955 

合計 824,654 

期日 金額（千円） 

平成19年１月 249,295 

平成19年２月 360,085 

平成19年３月 211,193 

平成19年４月 4,079 

合計 824,654 



⑨ 買掛金 

相手先別明細 

⑩ １年以内返済予定長期借入金 

相手先別明細 

⑪ 長期借入金 

相手先別明細 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

ジョンソン・エンド・ジョンソンメディカル株式会社 257,078 

チバビジョン株式会社 140,144 

ボシュロム・ジャパン株式会社 64,687 

株式会社エイコー 36,658 

ST.SHINE OPTICAL CO.,LTD. 26,083 

その他 147,551 

合計 672,204 

相手先 金額（千円） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 701,034 

株式会社愛知銀行 298,530 

株式会社みずほ銀行 146,478 

中央三井信託銀行株式会社 133,150 

株式会社三井住友銀行 99,836 

その他 260,277 

合計 1,639,306 

相手先 金額（千円） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 2,006,170 

株式会社愛知銀行 768,550 

株式会社みずほ銀行 287,200 

中央三井信託銀行株式会社 287,200 

株式会社三井住友銀行 237,200 

その他 197,282 

合計 3,783,602 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 １月１日から12月31日まで 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 100株券，1,000株券，10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
６月30日 

12月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え（注）１   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り（注）１   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 （注）２ 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 （注）３ 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 

http://www.nopt.co.jp/ 

株主に対する特典 （注）４ 

所有する株式数に応じて、以下の商品と交換可能なポイントを付与いた

します。（１ポイントあたり100円相当のご優待商品と交換できます。） 

  100株以上   1,000株未満  10ポイント（1,000円相当額商品） 

 1,000株以上   3,000株未満  30ポイント（3,000円相当額商品） 

 3,000株以上   5,000株未満  50ポイント（5,000円相当額商品） 

 5,000株以上  10,000株未満  70ポイント（7,000円相当額商品） 

10,000株以上          100ポイント（10,000円相当額商品） 

 交換商品は、(財)日本盲導犬協会オリジナルグッズ又は株主様ご優待券。 



 （注）１ 平成19年３月29日より株主名簿管理人を東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会

社に変更いたしました。 

２ 別途定める金額 

１単元当たりの金額を下記の算式により算定し、これを買取った単元未満株式の数で按分した金額とする。 

（算式）１株当たりの買取金額に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 

100万円以下の金額につき             1.150％ 

100万円を超え500万円以下の金額につき       0.900％ 

500万円を超え1,000万円以下の金額につき      0.700％ 

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき     0.575％ 

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき     0.375％ 

（円未満の端数を生じた場合には切捨てる） 

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。 

３ 平成19年３月28日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、当社の公告方法を変更いたしました。

 ４ 平成19年２月27日開催の取締役会において、株主優待制度の変更が決議され次のとおりとなりました。 

（1）実施開始時期 

平成19年４月１日以降に優待ポイントを商品交換された場合から変更が適用されます。なお平成18年12月

31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主様は、変更後の内容の優待ポイントが付与されま

す。 

 （2）株主様への優待ポイント交換商品の全国共通ギフトカードを株主様ご優待券へ変更いたします。 

 （3）優待ポイント交換商品例 

10ポイント：1,000円相当の株主様ご優待券又は盲導犬グッズ 

30ポイント：3,000円相当の株主様ご優待券又は盲導犬グッズ 

50ポイント：5,000円相当の株主様ご優待券又は盲導犬グッズ 

70ポイント：7,000円相当の株主様ご優待券又は盲導犬グッズ 

100ポイント：10,000円相当の株主様ご優待券又は盲導犬グッズ 

① 盲導犬グッズは財団法人日本盲導犬協会の寄付金付きの商品です。株主様が盲導犬グッズをお選びいた

だくことにより、自動的に財団法人日本盲導犬協会への支援をしていただくことができ、盲導犬支援セ

ンターより感謝状が送付されます。 

② 株主様ご優待券は、全国の当社グループ店舗（199店舗：2007年１月末現在）にて販売されているコンタ

クトレンズ・メガネを含む全ての商品が対象となります（ただし、ネット販売は除く）。本券の有効期

限は発行後1年間です。また、本券は株主様以外に、ご家族・ご友人等関係者の方でもご使用いただけま

す。尚、本券は現金とのお引換えや、盗難・紛失による再発行、及び釣り銭の発行は致しかねますの

で、ご了承ください。 

③ 優待ポイント交換商品の内容は断りなく変更する場合がございます。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(１）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく

報告書 

平成18年２月14日 

東海財務局長に提出 

(２）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく

報告書 

平成18年２月20日 

東海財務局長に提出 

(３）
有価証券報告書及び

その添付書類 

事業年度 

（第17期） 

自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日 

平成18年３月30日 

東海財務局長に提出 

(４）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第２号の２（新株予約権の発行）の規定に基

づく報告書 

平成18年４月６日 

東海財務局長に提出 

(５）
自己株券買付  

状況報告書  
報告期間 

自 平成18年３月15日 

至 平成18年３月31日 

平成18年４月14日 

東海財務局長に提出 

(６）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく報

告書 

平成18年５月９日 

東海財務局長に提出 

(７）
自己株券買付  

状況報告書  
報告期間 

自 平成18年４月１日 

至 平成18年４月30日 

平成18年５月12日 

東海財務局長に提出 

(８）
自己株券買付  

状況報告書  
報告期間 

自 平成18年５月１日 

至 平成18年５月31日 

平成18年６月19日 

東海財務局長に提出 

(９）半期報告書 （第18期中） 
自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日 

平成18年９月22日 

東海財務局長に提出 

(10）
半期報告書の 

訂正報告書 
（第18期中） 

自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日 

平成18年10月31日 

東海財務局長に提出 

(11）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく報

告書 

平成18年11月８日 

東海財務局長に提出 

(12）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第12号及び19号(財政状態及び経営成績に著し

い影響を与える事象の発生)の規定に基づく報告

書 

平成19年２月22日 

東海財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年３月２９日

株式会社日本オプティカル 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本オプテ

ィカルの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社日本オ

プティカル及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 義 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 奥 谷 浩 之 

      



独立監査人の監査報告書 

 平成19年３月28日 

株式会社日本オプティカル  

 取締役会 御中    

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松岡 憲正 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 田中 智司 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社日本オプティカルの平成18年1月1日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。  

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社日本オプティカル及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上  

  

  

 （※） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年３月２９日

株式会社日本オプティカル 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本オプテ

ィカルの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第17期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社日本オプテ

ィカルの平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 義 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 奥 谷 浩 之 

      



独立監査人の監査報告書 

 平成19年３月28日 

株式会社日本オプティカル  

 取締役会 御中    

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松岡 憲正 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 田中 智司 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社日本オプティカルの平成18年1月1日から平成18年12月31日までの第18期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社日本オプティカルの平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用している

ため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上  

  

  

 （※） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 
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